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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 （千円） 837,128 1,194,466 1,531,483 1,767,841 4,601,952

経常利益又は経常損失（△） （千円） 14,605 △22,394 311,319 1,093,389 1,549,387

親会社株主に帰属する当期純

利益
（千円） 22,481 15,966 443,028 992,045 1,192,942

包括利益 （千円） 22,481 14,919 440,192 992,921 1,193,191

純資産額 （千円） 1,182,665 1,199,855 1,638,101 2,594,476 3,740,933

総資産額 （千円） 2,236,648 2,286,971 2,351,963 12,203,349 11,863,538

１株当たり純資産額 （円） 285.94 289.54 396.05 626.06 904.49

１株当たり当期純利益 （円） 7.07 3.86 107.11 239.85 288.43

潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 52.9 52.4 69.6 21.2 31.5

自己資本利益率 （％） 3.0 1.3 31.2 46.9 37.7

株価収益率 （倍） 113.2 186.5 7.3 7.3 5.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 28,088 △82,069 359,478 753,788 1,629,592

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △731,422 △47,274 102,365 △9,442,325 840,668

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,181,313 － △503,000 8,494,895 △1,545,352

現金及び現金同等物の

期末残高
（千円） 741,811 612,468 571,311 377,670 1,302,578

従業員数
（名）

32 28 40 43 47

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔5〕 〔6〕 〔15〕 〔25〕 〔21〕

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第15期から第19期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

３．平成26年４月１日付けで普通株式１株につき普通株式100株の割合で株式分割を行っております。第15期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算定しておりま

す。

４．従業員数欄の〔　〕は、平均臨時従業員数であります。

５．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含んでおります。

６．第15期における売上高、純資産額及び総資産額の大幅な増加は、平成25年７月１日付けでリシェス・マネジ

メント株式会社（旧会社名　ウェルス・マネジメント株式会社）を株式交換により子会社としたことによる

ものであります。

７．第18期における総資産額の大幅な増加は、平成28年7月27日付けで設立した当社連結子会社である匿名組合

メトロが信託受益権として大阪市にあるホテルを購入したこと等により建物が1,582,624千円増加、土地が

6,672,068千円増加、さらに未収還付法人税等が474,945千円増加したことによるものであります。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

営業収益 （千円） 146,776 153,259 200,961 338,919 2,767,135

経常利益又は経常損失（△） （千円） 5,685 14,785 △5,403 32,036 1,195,472

当期純利益又は

当期純損失（△）
（千円） 15,735 39,958 203,450 △5,709 974,431

資本金 （千円） 880,010 880,010 880,010 880,010 880,010

発行済株式総数 （株） 41,361 4,136,100 4,136,100 4,136,100 4,136,100

純資産額 （千円） 1,210,587 1,250,545 1,453,995 1,406,848 2,339,731

総資産額 （千円） 2,107,338 2,152,219 2,092,947 4,303,346 3,575,910

１株当たり純資産額 （円） 292.69 302.35 351.54 340.14 565.70

１株当たり配当額

（円）

－ － 10.00 10.00 20.00

（内、１株当たり

中間配当額）
（－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益又は

当期純損失（△）
（円） 4.95 9.66 49.19 △1.38 235.60

潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 57.4 58.1 69.5 32.7 65.4

自己資本利益率 （％） 2.0 3.2 15.0 △0.4 52.0

株価収益率 （倍） 161.6 74.5 16.0 － 7.2

配当性向 （％） － － 20.3 － 8.5

従業員数
（名）

5 5 9 10 7

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔－〕 〔2〕 〔3〕 〔3〕 〔3〕

（注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２．第15期から第19期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

３．第19期の１株当たり配当額には、特別配当10円を含んでおります。

４．第18期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５．第18期の配当性向については、当期純損失であるため記載しておりません。第15期及び第16期の配当性向に

ついては、配当を実施していないため記載しておりません。

６．平成26年４月１日付けで普通株式１株につき普通株式100株の割合で株式分割を行っております。第15期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は当期純損失

（△）を算定しております。発行済株式総数については、上記株式分割に伴う調整を行っておりません。

７．従業員数欄の〔　〕は平均臨時従業員数であり、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含んでおります。

８．第18期の総資産額の大幅な増加は、平成28年7月27日付けで設立した当社連結子会社である匿名組合メトロ

へのその他の関係会社有価証券が1,072,916千円増加、新たな匿名組合への出資等による投資有価証券が

876,911千円増加、さらに未収還付法人税等が470,306千円増加したことによるものであります。
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２【沿革】

年月 概要

平成11年12月 個人投資家向け金融証券市場関連の情報の提供を目的として、東京都港区赤坂一丁目９番２号に資本

金35,000千円をもってドリームバイザー・ドット・コム株式会社を設立。

平成12年４月 金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションの提供事業の開始。

平成12年10月 動画コンテンツの制作、提供事業の開始。

平成12年12月 ＡＳＰサービスによる金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションの提供事業の開始。

平成13年６月 株式会社ＣＳＫ（注１.）に対して金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションのライセン

ス供与を開始。

平成13年８月 新事業創出促進法に基づく経済産業大臣の認可を取得。

平成14年８月 社団法人投資信託協会より投資信託評価機関の認定を取得。投資信託評価事業の開始。

平成17年６月 当社株式が東京証券取引所マザーズ市場に上場。

平成17年11月 本店事務所を東京都港区から東京都千代田区に移転。

平成19年１月 株式会社日本證券新聞社を連結子会社化。

平成20年７月 当社の情報配信事業を会社分割により、連結子会社である株式会社日本證券新聞社に承継させ、当社

は持株会社へ移行。当社商号をドリームバイザー・ホールディングス株式会社へ変更。

ドリームバイザー・ファイナンシャル株式会社（連結子会社）を設立。

平成21年５月 連結子会社であるドリームバイザー・ファイナンシャル株式会社が、第一種金融商品取引業者として

登録。

平成21年７月 連結子会社であるドリームバイザー・ファイナンシャル株式会社が、ＦＸ（外国為替保証金取引）事

業及びＣＦＤ（差金決済取引）事業を開始。

平成23年１月 連結子会社であるドリームバイザー・ファイナンシャル株式会社が、ＦＸ事業及びＣＦＤ事業（金融

商品取引業）を廃止。

平成24年４月 あかつきフィナンシャルグループ株式会社（注２.）による当社株式に対する公開買付が成立。当社

は、同社のその他関係会社となる。

平成24年５月 あかつきフィナンシャルグループ株式会社と業務提携契約を締結。

平成24年６月 連結子会社であるドリームバイザー・ファイナンシャル株式会社が解散。

平成24年９月 あかつきフィナンシャルグループ株式会社が、当社の親会社となる。

本店事務所を東京都千代田区から東京都中央区に移転。

平成25年７月 リシェス・マネジメント株式会社（旧会社名　ウェルス・マネジメント株式会社）を株式交換により

連結子会社化。当該株式交換に伴い、同社子会社であるグローバル　インベストメント　マネジメン

ト株式会社が孫会社となる。

平成26年３月 連結子会社である株式会社日本證券新聞社が、投資支援アプリケーションの提供事業を会社分割（吸

収分割）により株式会社シーエムディーラボに承継。

平成26年10月 当社商号をウェルス・マネジメント株式会社へ、連結子会社であるウェルス・マネジメント株式会社

の商号をリシェス・マネジメント株式会社へ変更。連結子会社である株式会社日本證券新聞社がＩＲ

支援事業、広告代理事業、レポート事業を新設分割により設立した株式会社日本證券新聞リサーチに

承継。当社は、株式会社日本證券新聞リサーチの株式を全て取得し、株式会社日本證券新聞リサーチ

を連結子会社化。

平成27年１月 あかつきフィナンシャルグループ株式会社が同社子会社であるキャピタル・エンジン株式会社（注

３.）に当社株式を譲渡。当社親会社は、支配力基準により、あかつきフィナンシャルグループ株式

会社、キャピタル・エンジン株式会社の計２社となる。

平成27年３月 当社は連結子会社である株式会社日本證券新聞リサーチの株式49.0％を当社親会社であるあかつき

フィナンシャルグループ株式会社へ譲渡。連結子会社であるリシェス・マネジメント株式会社が、同

社子会社であったグローバル　インベストメント　マネジメント株式会社の株式をＮＫグローバル株

式会社へ全て売却し、グローバル　インベストメント　マネジメント株式会社は連結除外となる。

平成27年７月 本店事務所を東京都中央区から東京都港区に移転。
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年月 概要

平成27年９月 連結子会社である株式会社日本證券新聞社及び株式会社日本證券新聞リサーチの株式を株式会社ジャ

パンインベストメントアドバイザーに譲渡し、株式会社日本證券新聞社及び株式会社日本證券新聞リ

サーチは連結除外となり、新聞・出版事業及び広告・ＩＲ事業から撤退。

株式会社ホテルＷマネジメント（旧会社名　株式会社ホテルＷマネジメント大阪ミナミ）（連結子会

社）を設立。

平成28年７月 匿名組合メトロ（連結子会社）への匿名組合出資を実施。

平成28年８月 東京証券取引所マザーズ上場後10年を経過した上場会社による上場市場の選択（有価証券上場規程第

316条）に基づき、東京証券取引所市場第二部へ市場変更。

平成28年10月 支配力基準により当社の親会社だった株式会社あかつき本社とキャピタル・エンジン株式会社が支配

力基準を満たす当社親会社に該当しないこととなる。

平成28年12月 株式会社あかつき本社及びキャピタル・エンジン株式会社が当社株式をASK HOLDINGS株式会社に譲

渡。当社はASK HOLDINGS株式会社のその他関係会社となる。

平成30年３月 合同会社二条（連結子会社）を設立。

（注）１．株式会社ＣＳＫは、平成22(2010）年10月に株式会社ＣＳＫホールディングスを存続会社としてグループ数社と合併し、株式会社Ｃ

ＳＫに商号変更しました。その後、同社は、平成23(2011）年10月に住商情報システム株式会社を存続会社として合併し、ＳＣＳＫ

株式会社に商号変更しました。なお、ＳＣＳＫ株式会社の金融市場情報配信サービス事業は、平成25(2013）年６月に、トムソン・

ロイター・マーケッツ株式会社に譲渡されております。

２．あかつきフィナンシャルグループ株式会社は、平成28(2016）年７月１日に株式会社あかつき本社に商号変更しました。

３．キャピタル・エンジン株式会社は、平成28(2016）年12月17日に株式会社あかつき本社を存続会社とする吸収合併により消滅会社と

なっております。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び連結子会社４社及び関連会社２社により構成されております。

　当連結会計年度末現在、当社を持株会社として、連結子会社は、リシェス・マネジメント株式会社、株式会社ホテ

ルＷマネジメント、匿名組合メトロ、合同会社二条の計４社であります。

　当社は特定上場会社等に該当し、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準のうち、上場会社の規模との対比で

定められる数値基準については連結ベースの計数に基づいて判断することとなります。

　なお、次の事業内容は「５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメ

ントの区分と同一であります。

 

事業内容 連結子会社

(1）不動産金融事業

リシェス・マネジメント株式会社

匿名組合メトロ

合同会社二条（注）

(2）ホテル運営事業 株式会社ホテルＷマネジメント

（注）平成30年３月13日付で、当社は合同会社二条を設立し、同合同会社を連結の範囲に含めております。

 

(1）不動産金融事業

　リシェス・マネジメント株式会社では、アドバイザリーサービス（投資案件の発掘からデューディリジェンス、

取得、売却までのトータルアドバイスの提供）、アセットマネジメントサービス（不動産投資の入口から出口まで

をワンストップでサポートするプラットフォームの提供）を行っております。

　匿名組合メトロでは、不動産賃貸業を行っております。

　合同会社二条では、ホテル開発用不動産の取得、開発、保有を行っております。

 

(2）ホテル運営事業

　株式会社ホテルＷマネジメントでは、ホテル及び宿泊・飲料施設等の経営、受託運営事業を行っております。

 

EDINET提出書類

ウェルス・マネジメント株式会社(E03801)

有価証券報告書

 6/90



 

　　[事業系統図]

　　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の内容
（注）１

議決権の所有
（被所有）割合
又は出資割合
（％）（注）２

関係内容

（連結子会社）      

リシェス・マネジメント

株式会社

（注）３、４

東京都港区 63,000

千円

不動産金融事業 （所有）

100.0

役員の兼任

資金の貸付

経営管理

株式会社ホテルＷマネジ

メント

（注）４

大阪市中央区 24,000

千円

ホテル運営事業 （所有）

100.0

役員の兼任

経営管理

匿名組合メトロ

（注）３、５

東京都千代田区 1,005,000

千円

 

投資業 （出資割合）

100.0

 

－

 

合同会社二条

（注）７

東京都港区 100

千円

 

不動産の取得、開発

保有

（出資割合）

100.0

 

役員の兼任

経営管理

（持分法適用関連会社）      

WEALTH　PARTNERS

SINGAPORE PTE LTD

シンガポール 3,502,448

千円

不動産及び関連事業

の助言及びコンサル

ティング

（所有）

35.0

［－］

役員の兼任

ウェルス・モーゲージ株

式会社

 

東京都武蔵野市 6,000

千円

住宅ローン代理店業 （所有）

34.2

［34.2］

役員の兼任

（その他の関連会社）

ASK HOLDINGS 株式会社

 

東京都千代田区

 

100,000

千円

投資事業、不動産金

融事業、不動産管理

運営事業 他

（被所有）

24.9

[－]

役員の兼任

（注）１．「主要な事業の内容」欄の内、連結子会社についてはセグメント情報の名称を記載しております。

２．「議決権の所有（被所有）割合」欄の［内書］は間接所有であり、割合については、小数点第２位を四捨五

入し、小数点第１位まで表示としております。

３．特定子会社であります。

４．連結子会社であるリシェス・マネジメント株式会社及び株式会社ホテルＷマネジメントは、売上高（連結会

社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等

リシェス・マネジメント株式会社

売上高　　　　　　 1,217,826千円

経常利益　　　　　  248,412千円

当期純利益　　　　  160,589千円

純資産額　　　　　 1,733,825千円

総資産額　　　　  1,866,382千円
 

株式会社ホテルＷマネジメント

売上高　　　　　　 1,768,154千円

経常利益　　　　　　 103,643千円

当期純利益　　　　　 70,116千円

純資産額　　　　　   92,299千円

総資産額　　　　    637,949千円

５．平成28年７月27日付で、当社が投資家と共に行った匿名出資契約に基づく匿名組合（商法（明治32年法律第

48号、その後の改正を含み、以下「商法」という。）第535条に定める匿名組合）でありますので、出資金

（匿名組合出資）総額、ウェルス・マネジメント株式会社による出資金比率をそれぞれ記載しております。

この組合事業は営業者によって運営されており、当社はその議決権を有しておりません。しかしながら、匿

名組合出資全体に占める当社による出資比率や取引状況を総合的に勘案し、同匿名組合を連結の範囲に含め

ております。
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６．匿名組合ファルコンは、当連結会計年度において当匿名組合は解散したため、持分法適用の範囲から除外し

ております。

７．合同会社二条は、平成30年３月13日付で設立され、同社を連結の範囲に含めております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成30年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

不動産金融事業
7

〔1〕

ホテル運営事業
33

〔17〕

全社
7

〔3〕

合計
47

〔21〕

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数欄の〔 〕は平均臨時従業員数であり、外数で記載しております。

３．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含んでおります。

４．全社として記載されている従業員数は、提出会社並びに連結子会社の管理部門に所属する従業員数でありま

す。

 

(2）提出会社の状況

平成30年３月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

7

〔3〕
37.1 1.5 6,386

（注）１．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数欄の〔 〕は平均臨時従業員数であり、外数で記載しております。

セグメントの名称 従業員数（名）

全社
7

〔3〕

（注）１．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２．従業員数欄の〔 〕は平均臨時従業員数であり、外数で記載しております。

 

(3）労働組合の状況

　現在、当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、および対処すべき主要な課題等は以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)経営方針

　当社グループは「わが国の経営資源である観光に照準を定めたブティック型の投資銀行」をコーポレートス

ローガンとして掲げております。

　国内外のネットワークにより投資家の多様なニーズにお応えする不動産金融事業と、お客様に最適なサービス

を提供するホテル運営事業を通じ、お客様をサポートしてまいります。

　社員ひとり一人がお客様に寄り添い、長期的かつ継続的な成長を目指し業務に取り組むことで、企業価値の最

大化、社会への貢献を図ります。

 

(2)経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社グループは、グループシナジーを伴う成長及び適正な利潤の獲得が重要な経営指標であると考えており、

経営指標として、売上高増加率と利益額を重視しております。また、当社グループは、ファンドスキームによる

ホテルポートフォリオの拡大を目指しており、ファンドにおける受託資産総額も重視しております。

 

(3)経営戦略等

　当社グループは、安定的な収益確保と長期的かつ持続的な成長を達成できる企業体質の確立を目指しておりま

す。そのため、グループ全体としての経営基盤の拡充と収益力の強化に取り組んでまいります。

 

(4)事業上及び財務上対処すべき課題

①　収益力の強化について

　当社グループでは、不動産金融及びホテル運営を中心とした不動産関連事業に注力するビジネスモデルへの

転換を行い、一定の成果をあげることができました。今後は、グループシナジーがより発揮され、収益力がよ

り向上される基盤づくりに努めてまいります。

②　経営管理体制について

　当社グループは、営業、管理等の業務を効率化することにより、比較的小規模な組織体制で対応しておりま

すが、連結範囲の拡大や持分法を適用する会社の増加により、当社グループにおける法令遵守、情報共有、経

営管理等の重要性が高まっております。小規模な組織体制であっても、事業運営、財務報告や情報開示を適正

に行っていくための内部統制が有効に機能した経営管理体制の確立・維持が引き続き重要であると認識してお

ります。

③　人材の確保について

　当社グループの事業運営の特性上、営業、管理、各部門において、相応の専門性やスキルを有する優秀な人

材の確保が重要であります。現在、当社グループの事業運営に必要な人材を確保していると認識しております

が、一部の人材の固有の知識・経験・スキルに依存することなく組織全体での能力向上を図っていく必要があ

り、優秀な人材を集められる体制や環境の確立が課題であると認識しております。

 

今後、さらなる経営基盤の強化、人材育成並びに成長戦略の推進に尽力し、お客様や時代のニーズに合ったサービ

スの提供に努め、お客様との長期的な信頼関係を築いていくため事業に邁進してまいります。

 

２【事業等のリスク】

　本項では、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業展開上のリスク要因となりうる事項を記載しております。

なお、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項でも、投資者の投資判断において当社が重要であると考える事項に

ついては、積極的に開示しております。

　当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針

でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項の記載事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われ

る必要があると考えます。本項における記載は当社グループの事業又は当社株式への投資に関するリスクをすべて網

羅するものではありませんので、ご注意ください。

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

①　事業内容に関するリスクについて

(a）不動産金融事業の収益構造について

　当社子会社であるリシェス・マネジメント株式会社では不動産及び不動産関連金融商品への投資に関するア

セットマネジメント業務(投資助言・代理)を行っており、当該事業で得られる主な収益は、受託資産（不動産）
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に係る管理報酬からなるアセットマネジメント収益と仲介手数料や成功報酬等からなるリアルエステートアドバ

イザリー収益であります。しかしながら、安定した収益源であるアセットマネジメント契約が解約または終了す

る場合には、当社グループの業績に影響を与えることが考えられます。また、リシェス・マネジメント株式会社

の収益の中では、一時的な収益であるリアルエステートアドバイザリー収益の占める割合が高いことから、不動

産市場の環境悪化等によりリアルエステートアドバイザリー収益が著しく減少した場合、当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。

 

(b）ホテル運営事業の収益構造について

　当社子会社である株式会社ホテルＷマネジメントではホテル運営の受託を行っており、当該事業から得られる

ホテル運営事業収益が景気動向・経済情勢の変動、自然災害・事故等により変動することを通じて、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。

 

(c）金融及び不動産市場の情勢、景気動向の影響について

　当社グループでは、不動産への投資又は外部投資家との共同投資や不動産投資に関連する助言の提供及び不動

産の管理等を行っておりますが、景気動向、金融情勢（金利動向を含む）や不動産に係る地価や需給動向等の影

響を受けやすい傾向にあります。国内外の金融・政治等に起因する経済情勢の変化に伴い、景気の悪化や大幅な

金利上昇、不動産への投資意欲の低下、不動産取引の減少、不動産価格の下落、空室率の上昇や賃料の下落と

いったような様々な形で金融及び不動産市況が低迷する場合には、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を

及ぼす可能性があります。

 

(d）外部委託について

　当社グループは、情報管理等に使用するサーバ、システムの運用・保守、不動産や会計税務に係る調査や鑑定

等について、外部委託しております。このため、当社グループの事業運営においては、これらの外部委託先との

連携と適切な取引関係の継続が不可欠であります。何らかの事由により、外部委託先において業務運営に重大な

トラブルが発生し長期化したとき、又は外部委託先との取引関係の継続が困難となったとき、当社グループがそ

の代替策をすみやかに実施できない事態となった場合は、当社グループの事業運営及び業績に影響を与える可能

性があります。

 

(e）競合関係について

　不動産金融事業では、金融機関系の投資助言会社、不動産投資顧問会社、不動産投資ファンド、その他不動産

や有価証券への投資に関する助言を行う会社等と競合関係にあり、ホテル運営事業では他のホテル運営会社と競

合関係にあると認識しております。また、市場への参入者の増加や法的規制が強化された場合は、当社グループ

の事業運営及び業績に影響を与える可能性があります。

 

(f）不動産市場の流動性について

　当社グループでは、単独及び外部投資家との共同で不動産への投資を行っておりますが、経済環境や不動産市

場が不安定な場合は、不動産の流動性が低下する可能性があり、投資対象の不動産を当社グループの希望する条

件で売却できなくなる可能性があります。このような場合、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす

可能性があります。

 

(g）投資不動産に係るマスターリース契約について

　当社グループが共同投資を行っているビジネスホテルを用途とする不動産について、当社子会社であるリシェ

ス・マネジメント株式会社は当該ビジネスホテルの法的所有者である信託銀行とマスターリース契約を締結し、

一定期間、固定賃料を支払うことを約しております。リシェス・マネジメント株式会社はさらにホテル運営会社

との間で賃貸借契約を締結しております。今後、経済環境の変化やホテル運営会社の営業の巧拙等によりビジネ

スホテルの稼働が想定を超えて悪化した場合には、賃貸借契約による賃料がマスターリース契約の賃料を下回

り、収支が逆鞘になってしまう可能性があり、この状態を改善するまでの期間、当社グループの業績等に影響を

及ぼす可能性があります。

 

(h）ホテル運営会社及びテナントとの賃貸借契約について

　当社グループが共同投資を行っているビジネスホテルに係るホテル運営会社（当社グループ外の運営会社に委

託した場合）及びテナントとの賃貸借契約の期間満了時に契約が更改される保証はないこと、またホテル運営会

社（当社グループ外の運営会社に委託した場合）及びテナントが一定期間前の通知を行うことにより賃貸借期間

中であっても賃貸借契約を解約できることとされている場合もあるため、賃貸借契約の解約が増加した場合、後

継テナントが見つかるまでの間、賃貸収入が減少する等、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性がありま

す。一方、株式会社ホテルＷマネジメントが外部の不動産所有者と締結した賃貸借契約又は運営委託契約が解約

された場合も、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。
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(i）特定の投資不動産に対する依存度について

　当社の持分法適用関係会社である合同会社ファルコンがビジネスホテル（大阪市北区所在）の信託受益権を処

分したことによる匿名組合の分配金等の臨時収入による売上高が平成30年３月期通期連結売上高の51.1％を占め

ていることから、今後臨時収入の有無により当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(j）投資不動産の価値の毀損リスク及び瑕疵等に関するリスクについて

　当社及び当社子会社であるリシェス・マネジメント株式会社では、リシェス・マネジメント株式会社がアセッ

トマネジメントを受託している一部の不動産または信託受益権について共同投資を行っているため、当該不動産

に地震、戦争、テロ、火災等の災害が発生した場合には、当該不動産の価値が毀損する可能性があり、当社グ

ループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。また、リシェス・マネジメント株式会社では、当

該不動産の取得前に十分なデューディリジェンスを実施しておりますが、当該不動産の取得後に構造計算書偽装

や瑕疵等の存在が判明し、顧客である投資家においてこれを治癒するための想定外の費用負担が発生した場合に

は、リシェス・マネジメント株式会社には出資割合に応じた負担が生じるため、当社グループの業績及び財政状

態に悪影響を及ぼす影響があります。

 

(k）借入金の財務制限条項について

　当社グループが取引金融機関と締結しております借入契約において、財務制限条項が付されており、当社及び

当社グループは事業活動をするうえでこれらを遵守する必要があります。

　なお、今後万一当社及び当社グループが財務制限条項に抵触することとなった場合には、借入先金融機関から

の請求により、当該借入についての期限の利益を喪失する可能性があり、当社及び当社グループの経営成績及び

財政状態に影響を与える可能性があります。

 

(l）Ｍ＆Ａ、資本提携等について

　当社グループは、アセットマネジメント受託残高の拡大や投資対象不動産の多様化に結び付き、また当社グ

ループ間のシナジー効果が認められる場合には、Ｍ＆Ａや資本提携等も事業拡大の有力な手段と位置付けており

ます。Ｍ＆Ａや資本提携を実行する場合には、事前に十分な調査を実施し、各種リスクの低減に努める所存です

が、これらを実施した後に、偶発債務等が発見されたり、相手先及び当社グループが期待通りの成果を上げられ

ない可能性があり、この場合には当社グループの業績や財政状態に影響を与える可能があります。

 

(m）連結の範囲決定に関する事項について

　当社子会社であるリシェス・マネジメント株式会社がアセットマネジメント契約を締結している特別目的会社

の一部は、匿名組合契約を用いたストラクチャーによっており、この匿名組合の営業者の社員持分は一般社団法

人が保有する形で倒産隔離を図っております。リシェス・マネジメント株式会社が属する不動産ファンド業界に

おいては、連結の範囲決定に関して、当該ストラクチャーにおけるアセットマネジメント契約等に対する支配力

及び影響力の判定について、未だ会計方法が定まっていない状態であると認識しております。当社では、平成20

年12月26日付の「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会企業会計基準第22号）、並びに平成18

年９月８日付の「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計

基準委員会実務対応報告第20号）にしたがい、現状、特別目的会社ごとに、アセットマネジメント契約や匿名組

合契約、その他関連契約等を考慮し、個別に支配力及び影響力の有無を判定した上で、子会社及び関連会社を判

定し、連結の範囲を決定しております。今後、新たな会計基準の施行や、実務指針等の公表により、特別目的会

社に関する連結範囲の決定方針について、当社が採用している方針と大きく異なるルールが確立された場合に

は、当社の連結範囲決定方針においても大きな変更が生じ、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。

 

(n）情報管理について

　当社グループの事業運営上、厳正な情報管理が重要であります。当社グループは、個人情報及び取引先との間

で守秘義務を負う取引先の情報について、厳格な情報管理を継続的に行う体制の構築・維持に努めております。

また、当社グループ各社の営業活動を通して上場会社のインサイダー情報に該当する情報を知り得る機会がある

ことから、インサイダー情報の不適切な伝達や不公正な利用が行われないよう、法令・社規の遵守について役職

員への周知・徹底に努めております。また、当社子会社においてもテナントなどの個人情報の取り扱いがあり、

その重大性を十分に認識しており適切な方法により保管しております。

　しかしながら、管理体制の構築・維持にもかかわらず、これらの情報の流出、不適切な伝達、又は不公正な利

用が発生した場合、当社グループに法的責任が及ぶこと、当社グループの信用の低下及びブランド力の劣化等、

当社グループの事業運営及び業績に影響を与える可能性があります。

 

(o）法的規制について
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　現在、当社グループの事業を推進する上で、当社子会社であるリシェス・マネジメント株式会社は、宅地建物

取引業法、金融商品取引法（第二種金融商品取引業、投資助言業・代理業）、貸金業法等のライセンスを、株式

会社ホテルＷマネジメントでは旅館業法等のライセンスを有するため、これらの関係法令による法的規制を受け

ることとなります。現時点の各種規制に従って、また、規制上のリスクを伴って業務を遂行しておりますが、将

来において各種規制が変更された場合には、当社グループの事業推進に悪影響を及ぼす可能性があります。

　その他、今後、現行法令の解釈の変更や改正並びに新法令の制定等、現時点で法的規制の対象となっていない

当社グループの事業が新たに法的規制の対象となる可能性、もしくは今後の当社グループの事業展開において新

たな事業分野への進出に伴い法的規制の対象となる可能性があります。そうした場合に、当該規制に対応するた

めの新たな費用等が発生することにより、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

(p）訴訟等について

　当社グループにおいて、平成30年３月31日現在係争中の訴訟事件等はありません。しかし、当社グループが事

業活動を行う上で、取引先または顧客等から何らかの要因により訴訟等を提起された場合、当社グループの業績

等に影響を及ぼす可能性があります。

 

②　経営体制に関するリスクについて

(a）業務運営体制の適正性の確保について

　当社グループは、当社と当社子会社であるリシェス・マネジメント株式会社、株式会社ホテルＷマネジメン

ト、および当社の関係会社とともに事業活動を行っております。

　グループ内で不動産金融事業及びホテル運営事業を営む上で、徹底した管理体制を維持する必要があると認識

しております。しかしながら、今後予測し得ない事態や何らかの理由により、当社グループの業務運営体制及び

内部統制が有効に機能しない状況となった場合、当社グループの信用の低下を招き、事業運営、業績及び財政状

態に重要な影響を与える可能性があります。

 

(b）小規模組織であること及び人材の確保について

　当社グループは、当連結会計年度末時点の従業員数は47名（臨時従業員17名を含む）であります。この人員に

常勤役員を加えた小規模な組織体制で業務を遂行しております。小規模組織であるため、役職員一人一人が担う

業務の質及び貢献度は相応に高く、一時的な不在・欠員が生じても、業務手順の共有や代行体制等により業務遂

行に支障がないよう努めております。しかし、何らかの理由により大量の欠員が同時に生じた場合やインフルエ

ンザ等の感染症の蔓延その他何らかの事故・災害等により役職員に就業が困難な事態が生じた場合には、業務遂

行に著しい支障を来たす可能性があります。

　当社グループの事業運営上、営業、管理、さらには不動産の投資助言・代理及び媒介、ホテル運営等の各部門

に必要なスキルを有する優秀な人材の確保が必要不可欠であります。とりわけ不動産投資に関しては金融取引、

不動産取引、税務会計等における高度な知識と経験に基づく競争力のあるサービスを提供していくことが重要で

あります。また、管理においても、上場会社として、企業会計基準や企業内容等開示にかかる法令等の改正、当

社連結財務諸表における連結範囲の拡大や持分法を適用する関連会社の増加、財務諸表監査や四半期レビューを

経た上での決算早期化の流れの中で、引き続き適切かつ十分な財務報告や情報開示を行う体制を構築する必要性

を認識しております。

　現在は必要な人材を配置できているものと認識しておりますが、何らかの理由により、急激な人材の流出が生

じた場合、必要な人材の採用・補充が困難となった場合には、当社グループの提供する情報その他のサービスの

質の維持、経営管理、財務報告や情報開示の機能に重大な支障が生じる可能性があり、当社グループの事業運営

及び業績に重要な影響を与える可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

業績等の概要

(1）業績

　当連結会計年度(平成29年４月１日～平成30年３月31日)におけるわが国経済は、政府による経済・金融政策を背

景に企業収益や雇用環境の改善傾向がみられ、景気は緩やかな回復基調で推移致しました。一方、海外経済の不確

実性や金融資本市場の変動による影響が懸念されるなど、先行は依然として不透明な状況が続いております。

　不動産市場におきましては、日本銀行によるマイナス金利政策を背景とする国内の投資意欲の継続、ホテル業界

におきましては、新規開業や民泊事業者の増大等により競合環境は激化しており、一部で過熱感が見られているも

のの、平成32年の東京オリンピック・パラリンピックへ向けさらなる訪日外国人数の増加が予想され、宿泊需要は

引き続き拡大する見込みです。

　このような事業環境の下、ホテル運営部門が順調に推移したことに加え、外部投資家と共同で出資する特別目的

会社を通じて保有していた大阪市北区の堂島ホテルについて、当該特別目的会社が堂島ホテルにかかる信託受益権

を国内法人に譲渡したことが大きく貢献し、当連結会計年度に過去最高の売上高、営業利益、経常利益、親会社株

主に帰属する当期純利益を計上いたしました。

　また、中長期的な宿泊需要の取り込み、収益基盤の拡大を目的として、当社100%出資子会社である株式会社ホテ

ルＷマネジメントが平成30年3月にアコーホテルズの日本法人エイ・エイ・ピー・シー・ジャパン株式会社と京都

市東山区で建設中のホテルの運営にかかる業務委託契約を締結したほか、当社100%出資の新子会社により京都市中

京区にホテル開発用地の平成31年3月期中の購入を決定いたしました。

 

　これらの結果、当連結会計年度における売上高は4,601,952千円（前年同期比160.3％増）、営業利益は

1,647,539千円（前年同期比552.1％増）、経常利益は1,549,387千円（前年同期比41.7％増）、親会社株主に帰属

する当期純利益は1,192,942千円（前年同期比20.3％増）となりました。

 

　セグメントの業績におきましては、不動産金融事業の売上高は3,440,613千円（前年同期比266.6％増）、営業利

益は1,629,665千円（前年同期比616.5％増）となり、ホテル運営事業の売上高は1,768,154千円（前年同期比22.9%

増)、営業利益103,474千円（前年同期は14,261千円の営業損失）となりました。

　なお、セグメント間取引については相殺消去しておりません。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末より924,908

千円増加し、1,302,578千円となりました。

　当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度末における営業活動による資金の増加は、1,629,592千円（前年同期は753,788千円の資金の増

加）となりました。これは主に、過去最高の売上高、営業利益、経常利益の計上にともない、税金等調整前当期純

利益1,548,284千円が計上されたことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度末における投資活動による資金の増加は、840,668千円（前年同期は9,442,325千円の資金の減

少）となりました。これは主に外部投資家と共同で出資する特別目的会社を通じて保有していた 大阪市北区の堂

島ホテルについて、当該特別目的会社が堂島ホテルにかかる信託受益権を国内法人に譲渡したことにともない持

分法適用会社である匿名組合ファルコンへの出資額の払戻を受けたことによる収入881,539千円があったことによ

るものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度末における財務活動による資金の減少は、1,545,352千円（前年同期は8,494,895千円の資金の増

加）となりました。これは主に、短期借入金1,446,000千円を金融機関に返済したことによるものであります。
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生産、受注及び販売の実績

(1）生産実績

　該当事項はありません。

 

(2）受注実績

　該当事項はありません。

 

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

不動産金融事業 2,833,798 762.3

ホテル運営事業 1,768,154 22.9

合計 4,601,952 160.3

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間取引を相殺消去しております。

３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。

尚、Ａ社との間で守秘義務を負っているため、社名の公表を控えさせていただきます。

４．当連結会計年度のA社及びBooking.com B.V.については、総販売実績に対する割合が10％未満のため記載を

省略しております。

相手先

前連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

A社 246,000 13.9 － －

Booking.com B.V. 234,846 13.3 － －
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経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析・検討内容は当社グループ（当社及び連結

子会社）の財務諸表に基づいて分析した内容です。文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在におい

て当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したものであります。

 

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。連結財務諸表の作成に際しては、連結決算日における資産・負債及び連結会計年度における収益・費用の報

告数値に影響を与える会計上の見積り及び仮定設定を行う必要があり、過去の実績やそれぞれの状況に応じて合理

的と考えられる仮定設定に基づいて、継続して判断・評価及び見積りを行っております。

　なお、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。

 

(2）当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析

①経営成績の分析

　経営成績の分析につきましては３（経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析）業

績等の概要(1)業績に記載しております。

②財政状態の分析

（資産）

　当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ339,811千円減少し、11,863,538千円となりまし

た。これは主に現金及び預金が925,234千円増加した一方、未収還付法人税等が237,127千円、投資有価証券が

872,124千円及び投資その他の資産のその他が161,536千円減少したことによるものであります。

 

（負債）

　負債については、前連結会計年度末に比べ、1,486,268千円減少し、8,122,604千円となりました。これは主に短

期借入金が1,446,000千円減少したことによるものであります。

 

（純資産）

　純資産については、前連結会計年度に比べ、1,146,456千円増加し、3,740,933千円となりました。これは主に親

会社株主に帰属する当期純利益1,192,942千円を計上したことによるものであります。

 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　経営成績に重要な影響を与える要因につきましては２（事業等のリスク）に記載しております。

 

(4）経営戦略の現状と見通し

　経営戦略の現状と見通しにつきましては１（経営方針、経営環境及び対処すべき課題等）に記載しております。

 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　資本の財源及び資金の流動性についての分析につきましては３（経営者による財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析）業績等の概要(2)キャッシュ・フローの状況に記載しております。

 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について

　経営者の問題認識と今後の方針につきましては１（経営方針、経営環境及び対処すべき課題等）に記載しており

ます。
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４【経営上の重要な契約等】

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

あかつきフィナンシャ

ルグループ株式会社

（注1）

業務提携契約

当社及び当社子会社の事業におけ

る企画立案、あかつきフィナン

シャルグループ株式会社の当社子

会社に対する購買協力及び顧客紹

介等、並びにあかつきフィナン

シャルグループ株式会社とその子

会社との間の人的交流に関する基

本合意。

平成24年５月14日より平成25年５

月13日まで（この期間終了後は１

年毎の自動更新）

ゴールドマン・サック

ス・クレディット・

パートナーズ株式会社

他２社

共同投資契約

対象資産であるホテルの取得、保

有及び売却、並びに同ホテル事業

の運営に関する基本合意。

期間の定めなく、合意解約又は共

同投資持分売却時に終了（注2）

合同会社ファルコン

 
匿名組合出資契約

営業者に対して金銭出資を行い、

営業者の事業から生じる利益及び

損失を分配する契約。

平成27年11月30日より本契約に規

定する損益の分配等が完了するま

で（注3）

合同会社メトロ 匿名組合出資契約

営業者に対して金銭出資を行い、

営業者の事業から生じる利益及び

損失を分配する契約。

平成28年７月27日より本契約に規

定する損益の分配等が完了するま

で

合同会社三条 匿名組合出資契約

営業者に対して金銭出資を行い、

営業者の事業から生じる利益及び

損失を分配する契約。

平成29年１月25日より本契約に規

定する損益の分配等が完了するま

で

合同会社五条 匿名組合出資契約

営業者に対して金銭出資を行い、

営業者の事業から生じる利益及び

損失を分配する契約。

平成29年３月22日より本契約に規

定する損益の分配等が完了するま

で

株式会社キーストー

ン・パートナース
資本・業務提携契約

当社の発行済株式の33%の取得と

ともに取締役選任を通じた資本提

携、及び(1)投資案件情報の紹

介、共有、優先交渉、(2)共同投

資、(3)当社が組成する投資案件

へのファイナンス、(4)投資家の

紹介等を通じた業務提携にかかわ

る契約。（注4）

期限の定め無し

（注1）あかつきフィナンシャルグループ株式会社は、平成28(2016）年７月１日に株式会社あかつき本社に商号変更しま

した。

（注2）平成29年6月30日をもって、合同会社ファルコンが信託受益権を処分したことによる匿名組合契約の合意解約に

　　　より終了しました。

（注3）平成29年8月7日をもって、最終分配金の配当完了により終了しました。

（注4）本資本・業務提携契約の詳細については、連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」をご参照ください。

 

５【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度に実施した設備投資の総額は44,820千円であり、その主なものは事務所の改装を行ったウェル

ス・マネジメント株式会社による建物及び建物附属設備10,410千円、工具器具及び備品24,480千円であります。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

平成30年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）

建物
工具、器具
及び備品

合計

本社

（東京都

港区）

全社 本社機能 9,969 21,544 31,513
7

〔3〕

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の金額は、帳簿価額にて記載しております。なお、消費税等は含まれておりません。

３．従業員数の〔 〕は平均臨時従業員数であり、外数で記載しております。

 

(2）国内子会社

平成30年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数

（名）建物
工具、器
具及び備
品

土地
(面積㎡)

合計

リシェス・マネジ

メント株式会社

本社

（東京都

港区）

不動産金融

事業
本社機能 3,772 4,807 － 8,580

7

〔1〕

匿名組合メトロ

本社

（東京都

千代田区）

不動産金融

事業

ホテル

設備等
1,514,626 3,252

6,672,068

(2,726)
8,189,946

－

〔－〕

株式会社ホテルW

マネジメント

本社

（大阪府

大阪市）

ホテル運営

事業

ホテル

設備等
－ 12,965 － 12,965

33

〔17〕

（注）１．現在休止中の主要な設備等はありません。

２．上記の金額は、帳簿価額にて記載しております。なお、消費税等は含まれておりません。

３．従業員数の〔 〕は平均臨時従業員数であり、外数で記載しております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　重要な設備の新設等の計画はありません。

 

(2）重要な設備の除却等

　重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成30年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年６月28日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 4,136,100 4,136,100
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は100

株であります。

計 4,136,100 4,136,100 － －

（注）発行済株式の内10,000株は、現物出資（有価証券（10,000株）５百万円）によるものであります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年７月１日

（注）１
10,002 27,038 － 700,972 500,100 785,247

平成25年７月１日

（注）２
－ 27,038 － 700,972 △652,341 132,906

平成25年７月１日～

平成25年10月11日

（注）３

14,323 41,361 179,037 880,010 179,037 311,943

平成26年４月１日

（注）４
4,094,739 4,136,100 － 880,010 － 311,943

（注）１．平成25年７月１日付でリシェス・マネジメント株式会社（旧会社名　ウェルス・マネジメント株式会社）を

株式交換により完全子会社化したことにより、発行済株式総数が10,002株、資本準備金が500,100千円増加

しております。

２．平成25年６月20日開催の第14回定時株主総会決議により、平成25年７月１日付で資本準備金652,341千円を

取崩し、欠損填補を行っております。

３．平成25年７月１日から平成25年10月11日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が14,323

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ179,037千円増加しております。

４．平成26年２月７日開催の取締役会決議により、平成26年４月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株

式分割をいたしました。これにより株式数は4,094,739株増加し、発行済株式総数は4,136,100株となりまし

た。

 

（５）【所有者別状況】

平成30年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ 1 13 15 22 7 1,420 1,478 －

所有株式数

（単元）
－ 56 1,518 20,419 1,204 37 18,119 41,353 800

所有株式数

の割合

（％）

－ 0.14 3.67 49.37 2.91 0.09 43.82 100.00 －

（注）自己名義株式141株は、「個人その他」に1単元及び「単元未満株式の状況」に41株を含めて記載しております。
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（６）【大株主の状況】

  平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ASK HOLDINGS株式会社 東京都千代田区三番町2－4 1,031,400 24.94

赤坂社中有限責任事業組合 東京都港区赤坂１丁目12－32 839,100 20.29

千野　和俊 兵庫県宝塚市 333,400 8.06

廣崎　利洋 兵庫県西宮市 333,400 8.06

麻布社中有限責任事業組合 東京都港区赤坂１丁目12－32 153,300 3.71

目時　伴雄 埼玉県さいたま市北区 123,700 2.99

山崎　和也 青森県弘前市 102,900 2.49

GMOクリック証券株式会社 東京都渋谷区桜丘町20-1 66,800 1.62

楽天証券株式会社 東京都世田谷区玉川１丁目14番１号 46,800 1.13

INTERACTIVE　BROKERS　LLC

（常任代理人　インタラクティブ・

ブローカーズ証券株式会社）

ONE　PICKWICK　PLAZA　GREEN　

WICH，　CONNECTICUT　06830　USA

（東京都中央区日本橋茅場町３丁目２番

10号）

41,500 1.00

計 － 3,072,300 74.29
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　　　　　 100 －

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　 4,135,200 41,352 同上

単元未満株式 普通株式　　　　　　 800 － －

発行済株式総数 4,136,100 － －

総株主の議決権 － 41,352 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式41株が含まれています。

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ウェルス・マネジメント
株式会社

東京都港区赤坂一丁目
12番32号

100 ― 100 0.00

計 － 100 ― 100 0.00

 

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 97 188

当期間における取得自己株式 25 46

（注）当期間における取得自己株式には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株
式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －
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区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額
（千円）

合併、株式交換、会社分割に係る移転を
行った取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 141 － 166 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を最重要課題の一つとして位置付けております。配当に関しては、長期安定

的な経営基盤の確立に必要な内部留保水準、事業環境や業績動向、財務体質、資本効率などを総合的に勘案し決定し

ております。

　なお、当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本方針としており、配当の決定機関は、中間配当は定款の定

めにより取締役会、期末配当は定時株主総会です。

当期は、当社グループが外部投資家と共同で出資する特別目的会社を通じて保有していた大阪市北区の堂島ホテ

ルについて、当該特別目的会社が堂島ホテルにかかる信託受益権を国内法人に譲渡したこと等により生じた利益も

貢献し好調な業績となり、これを受けて、１株あたり10円の普通配当に、１株あたり10円の特別配当を加えて、平

成30年3月期の期末配当を1株あたり合計20円といたしました。

　当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日:平成30年６月27日　定時株主総会決議

配当金の総額:82百万円

一株当たり配当額:20円

その内訳　　普通配当　　10円

　　　　　　特別配当　　10円

　なお、平成31年３月期にかかる配当予想につきましては、予算達成の進捗やキャッシュ・フローの状況等も考慮す

る必要があるため、現時点では未定とさせていただきます。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高（円）
188,900

※830
949 1,311 2,249 2,542

最低（円）
35,000

※671
604 503 560 1,358

（注）１．最高・最低株価は、平成28年８月１日より東京証券取引所（市場第二部）におけるものであり、それ以前は

同取引所（マザーズ市場）におけるものであります。

２．※印は、株式分割（平成26年４月１日、１株→100株）による権利落後の株価であります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成29年10月 平成29年11月 平成29年12月 平成30年１月 平成30年２月 平成30年３月

最高（円） 2,149 2,120 1,980 2,198 2,165 1,882

最低（円） 2,001 1,911 1,745 1,718 1,526 1,631

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性　10名　女性　－名（役員のうち女性の比率　－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役
社長執行

役員
千 野 　和 俊 昭和32年12月７日

平成13年４月 三菱地所投資顧問㈱　投資営業部長

(注)１ 333,400

平成15年４月 同社取締役

平成18年４月 ウェルス・マネジメント㈱（現リシェス・

マネジメント㈱）設立

同社代表取締役社長（現任）

平成25年６月 当社代表取締役社長

平成26年２月 WEALTH PARTNERS SINGAPORE PTE LTD 取締

役（現任）

平成29年４月 当社代表取締役 兼 社長執行役員（現任）

取締役 会長 中 村　 　 明 昭和19年12月24日

平成６年６月 ㈱三和銀行（現㈱三菱UFJ銀行）　取締役

(注)１ 13,600

平成９年５月 同行常務取締役

平成11年６月 三和キャピタル㈱（現㈱三菱UFJキャピタ

ル）　代表取締役社長

平成17年６月 ㈱ASK PLANNING CENTER　取締役会長（現

任）

平成23年３月 ㈱メディカル・プリンシプル社　代表取締

役社長（現任）

平成29年６月 当社取締役会長（現任）

取締役 執行役員 今 田 　昭 博 昭和38年３月９日

平成13年４月 三菱地所投資顧問㈱　投資営業部

(注)１ －

平成18年６月 ウェルス・マネジメント㈱（現リシェス・

マネジメント㈱）　専務取締役（現任）

平成27年９月 ㈱ホテルWマネジメント　代表取締役社長

（現任）

平成29年４月 当社執行役員

平成29年６月 当社取締役 兼 執行役員（現任）

取締役 － 尾 島　 　 司 昭和38年８月24日

昭和61年４月 ㈱三和銀行（現㈱三菱UFJ銀行）入行

(注)１ －

平成17年１月 リーマン・ブラザーズ証券㈱　投資銀行本

部金融法人グループ統括責任者

平成20年10月 野村證券㈱　インベストメント・バンキン

グ部門　マネージング・ディレクター

平成24年６月 同社執行役員　インベストメント・バンキ

ング部門 兼 マーチャント・バンキング部

門担当

平成26年４月 同社執行役員　ウェルス・マネジメント部

門担当

平成29年６月 当社取締役（現任）
 

EDINET提出書類

ウェルス・マネジメント株式会社(E03801)

有価証券報告書

25/90



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 － 田 中 　宏 明 昭和40年４月21日

平成８年４月 弁護士登録

東京シティ法律税務事務所入所

(注)１ －

平成12年10月 大和証券エスビーキャピタル・マーケッツ

㈱入社

平成14年10月 オリックス㈱入社

平成18年８月 みずほ証券㈱入社

平成20年１月 エートス・ジャパン・エルエルシー入社

平成21年１月 弁護士法人瓜生・糸賀法律事務所パート

ナー弁護士

平成21年10月 Ｕ＆Ｉアドバイザリーサービス㈱　取締役

平成23年６月 ㈱東京スター銀行　取締役

平成26年１月 ㈱やる気スイッチグループホールディング

ス　監査役

平成26年６月 ジーオーエフ・インベストメント・アドバ

イザリー㈱　代表取締役（現任）

平成26年７月 平出・高橋法律事務所　弁護士

平成28年６月 当社社外取締役（現任）

平成28年６月

 
平成28年８月

平成30年４月

㈱リビングプラットフォーム　社外取締役

（現任）

㈱夏目綜合研究所　取締役（現任）

ＧＯＦ法律事務所　弁護士（現任）

取締役 － 本 荘 　修 二 昭和39年３月17日

昭和62年４月 ㈱ボストンコンサルティンググループ入社

(注)１ －

平成５年９月 米国コンピュータ・サイエンス・コーポ

レーション入社

平成７年７月 ㈱CSK経営企画室マネージャー、社長付

平成10年７月 本荘事務所設立　代表（現任）

平成16年１月 米国ジェネラルアトランティックLLC日本

代表

平成19年４月 リーマン・ブラザーズ証券㈱　投資銀行本

部シニア・バイス・プレジデント

平成21年４月 多摩大学大学院客員教授（現任）

平成29年６月 当社社外取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（常勤）
－ 奥 山　 　 泰 昭和38年４月12日

昭和63年４月 日興證券㈱入社

(注)２ 35,200

平成７年３月 同社トレーディングシステム開発部

平成13年12月 当社入社

平成14年９月 当社取締役

平成16年９月 当社専務取締役

平成22年８月 当社代表取締役社長

平成25年６月 当社代表取締役会長

平成26年６月 当社取締役

平成27年４月 リシェス・マネジメント㈱取締役

平成28年５月 ウェルス・モーゲージ㈱取締役（現任）

平成29年６月 当社常勤監査役（現任）

平成29年６月 ㈱ホテルWマネジメント大阪ミナミ監査役

（現任）

監査役 － 小 澤 　善 哉 昭和42年５月27日

平成２年４月 太田昭和監査法人（現 新日本有限責任監

査法人）入所

(注)３ 25,600
平成５年３月 公認会計士登録

平成９年１月 小澤公認会計士事務所所長（現任）

平成14年９月

平成18年12月

当社社外監査役（現任）

㈱日本證券新聞社監査役

監査役 － 森 島 　義 博 昭和26年１月24日

昭和49年３月 三菱信託銀行㈱（現三菱ＵＦＪ信託銀行

㈱）入社

(注)３ －

平成８年10月 菱信住宅販売㈱（現三菱ＵＦＪ不動産販売

㈱）　常務取締役（出向）

平成11年２月 三菱信託銀行㈱（現三菱ＵＦＪ信託銀行

㈱）　東京営業第６部長

平成13年４月 明海大学不動産学研究科・不動産学部　客

員教授

平成14年４月 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱不動産コンサルティ

ング部長

平成18年４月 公益社団法人東京都不動産鑑定士協会　相

談役（現任）

平成23年４月 有限会社アイランド・フォレスト　代表取

締役（現任）

森島不動産コンサルタンツ　代表（現任）

平成24年３月 ケネディクス不動産投資法人（現ケネディ

クス・オフィス投資法人）監督役員（現

任）

平成26年６月 当社社外監査役（現任）

監査役 － 太 田　 　 将 昭和41年６月８日

平成３年10月 青山監査法人入社

(注)４ －

平成９年２月 PwCコンサルティング㈱入社

平成９年４月 公認会計士登録

平成13年３月 三和キャピタル㈱（現㈱三菱UFJキャピタ

ル）入社

平成14年12月

平成15年３月

フェニックス・キャピタル㈱入社

同社取締役

平成18年４月 ㈱アセントパートナーズ設立　代表取締役

社長（現任）

平成27年６月 ㈱モリタホールディングス監査役（現任）

平成29年６月 当社社外監査役（現任）

計 407,800

（注）１．取締役の任期は、平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成31年３月期に係る定時株主総会終

結のときまでであります。

２．監査役奥山泰の任期は、平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成31年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。

３．監査役小澤善哉及び森島義博の任期は、平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成34年３月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。

４．監査役太田将の任期は、平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時から、平成33年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。

５．取締役田中宏明及び本荘修二は社外取締役であります。

６．監査役小澤善哉、森島義博及び太田将は、社外監査役であります。
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７．当社では、業務執行における責任の所在を明確にするとともに、事業環境の急激な変化にも適切かつ迅速に

対応できる機動的な経営体制を構築することを目的に、執行役員制度を導入しております。なお、平成30年

６月28日現在、執行役員は６名（うち取締役兼務者３名）であります。

また、執行役員制度に加え、グループ経営をより強化することを目的に、グループ企業の執行責任者にも執

行役員と同等の立場と職責を付与する「グループ執行役員制度」を平成29年４月１日付で導入しておりま

す。グループ執行役員は、平成30年６月28日現在、２名であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　本有価証券報告書提出日現在において、当社のコーポレート・ガバナンスの状況は、以下のとおりでありま

す。

①　企業統治の体制

(a）企業統治の体制の概要

　当社は、会社の機関として取締役会、経営会議、監査役会、並びに会計監査人を設置しております。

　当社の取締役名６名の内２名が社外取締役、当社の監査役４名の内３名が社外監査役であります。

　当社は、当社及び連結子会社の取締役等で構成される経営会議を毎月上旬に、取締役、監査役により構成さ

れる取締役会を毎月下旬に、必要に応じて随時開催しております。主に、月次・四半期・年次の決算等に関す

る報告を行うほか、経営に関する意思決定機関として法令及び定款に定められた事項のほか経営に関する重要

な事項について決定しております。このほか、取締役会は、経営全般を監視する機能も果たしております。ま

た、当社および当社グループの不動産投資取引等については、当該取引実行の前に、社外の不動産有識者にも

参加いただく投資委員会にて、投資の妥当性について審議をするほか、外部有識者（弁護士）にも参加いただ

くコンプライアンス委員会にて、コンプライアンスや利益相反等についても審議し、承認を経た上で、取締役

会に付議する仕組みを有しております。なお、上記不動産投資取引等に該当しない場合であっても、当該取引

が利害関係人取引に該当する場合は、コンプライアンス委員会にて審議、承認を経た上で、取締役会に付議す

る規定となっております。

　代表取締役は、経営戦略の意思決定、業務執行の統括並びに監督を行っております。

　監査役会は、監査役会規程に基づき、監査方針を決定し、監査意見を形成しております。また、各監査役

は、専門的かつ客観的な視点から監査を行い、適切に経営を監視する体制を確保しております。

　当社は会計監査人と監査契約を締結し、財務諸表監査や内部統制監査（会計監査）を受けております。

　このほか、当社は内部監査制度を活用し、当社及び連結子会社の各部門におけるリスクの把握や定期的なモ

ニタリングを行っております。

　なお、当社定款において、会社法第427条第１項に基づき、取締役（業務執行取締役等であるものを除

く。）及び監査役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約（以下、「責任限定

契約」）を締結できる旨定めており、本有価証券報告書提出日現在において、取締役（業務執行取締役等であ

るものを除く。）及び監査役との間において、責任限定契約を締結致しております。

　当社の機関及び内部統制システムの概要図は以下のとおりであります。
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(b）企業統治の体制を採用する理由

　当社は、株主、投資家及び事業パートナーをはじめとするステークホルダー（利害関係者）の信頼を得て事

業を推進し、企業価値を継続的に高めていくためには、コーポレート・ガバナンスの充実が不可欠と考えてお

ります。環境の変化に柔軟かつ的確に対応しつつ経営の意思決定及び業務執行を迅速かつ効率的に行うととも

に、健全な倫理観に基づくコンプライアンスを確立し、客観的な立場からの意見や幅広い意見を得て経営の公

正性を確保し、適切な情報開示を行っていくことが、重要であると考え、上記の体制を採用しております。

 

(c）内部統制システムの整備状況

　当社は、内部統制システムの基本方針として「業務の適正を確保するための体制」を定め、当社及び連結子

会社の業務全般に係る社内規程を整備し、コンプライアンスの徹底、各部門の業務の権限と責任の明確化、並

びに業務の効率化に取り組んでおります。また、法令諸規則の改正、業容や組織の規模の変化に対応し、随時

必要に応じて内部統制システムの見直しを行い、充実を図っていくことが重要であると認識しております。

 

(d）リスク管理体制の整備の状況

　当社は、リスクの所在の認識と対策を適正に行うため「リスク管理方針」を定め、各部門におけるリスク管

理の状況を内部監査責任者が検証し、代表取締役に報告する体制をとっております。また、リスク管理の一環

として、情報の伝達・管理を適切に行い、必要に応じて顧問弁護士や社外の有識者、その他の外部機関の助言

を得られる体制を確保しております。

 

(e）子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社グループにおいては、関係会社管理規程に基づき、当社の取締役会が子会社の経営管理及び業務執行の

監督を行っております。また、子会社に対し、当社の内部監査室による業務監査及び内部統制監査を実施して

おります。加えて、業務の適正を確保する観点から、子会社における社内規程の整備を推進しております。

 

②　内部監査及び監査役監査

　当社は、内部監査を行う独立した部署として内部監査室（１名）を設置しております。内部監査室は、内部監

査規程に基づき、当社及び連結子会社の業務活動全般に関して、内部統制の有効性、業務遂行の適正性及び効率

性、法令遵守状況等について、計画的に内部監査を実施しております。内部監査の実施結果は、代表取締役に報

告されております。当社及び連結子会社の業務運営等に改善措置が必要と認められた場合には、代表取締役の指

示の下、内部監査室から助言や勧告が行われる体制としております。

　監査役は、会計帳簿及び重要な決裁書類等を閲覧し、監査役会に取締役及び内部監査責任者の出席を求め報告

を聴取する等、当社及び当社連結子会社の業務活動の適正性等について監査を実施しております。また、取締役

会に出席し必要があると認めたときには意見を表明するほか、代表取締役及び各取締役と定期的に意見交換を行

い、経営の意思決定の妥当性について監査を実施しております。

　当社では、内部監査、監査役監査及び会計監査が連携して有効に行われるよう、監査役と内部監査室は随時情

報の共有化を図り、会計監査人とも定期的に意見交換を行っております。

　常勤監査役である奥山泰氏は、当社の代表取締役経験者であり、長年に亘り当社の経営に携わった経験を有し

ております。

　社外監査役である小澤善哉氏、太田将氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。

　社外監査役である森島義博氏は、信託銀行において、不動産の販売、鑑定及びコンサルティング等の業務に長

年携わり、不動産鑑定士等の資格を保有するなど、高い専門性や見識を有しております。
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③　社外取締役及び社外監査役

(a）社外取締役及び社外監査役の員数

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。

役　職 社外取締役 社外監査役

氏　名
田中　宏明

（（注）１、２、４）

本荘　修二

（（注）１、３、４）

小澤　善哉

（（注）１、５）

森島　義博

（（注）１）

太田　将

（（注）１）

(b）提出会社との

人的関係、資

本的関係又は

取引関係その

他利害関係

（人的関係、資本関

係、取引関係等）

　同氏は、当社普通株

式を保有しておらず、

同氏と当社並びに当社

連結子会社との間に特

別の利害関係はありま

せん。

（人的関係、資本関

係、取引関係等）

　同氏は、当社普通株

式を保有しておらず、

同氏と当社並びに当社

連結子会社との間に特

別の利害関係はありま

せん。

（人的関係、資本関

係、取引関係等）

（注）７

　同氏は、当社普通株

式25,600株、同議決権

比率0.62％を保有して

おります。

（人的関係、資本関

係、取引関係等）

　同氏は、当社普通株

式を保有しておらず、

同氏と当社並びに当社

連結子会社との間に特

別の利害関係はありま

せん。

（人的関係、資本関

係、取引関係等）

　同氏は、当社普通株

式を保有しておらず、

同氏と当社並びに当社

連結子会社との間に特

別の利害関係はありま

せん。

(c）提出会社の企

業等において

果たす機能及

び役割

弁護士の資格を有し専

門的な知識と経験があ

り、不動産投資案件及

び事業投資案件の経験

も豊富であることか

ら、当社の事業に対し

ても有益なアドバイス

をいただいておりま

す。

長年にわたる経営コン

サルタント業務を通じ

て培った豊富な経験・

見識をもとに、社外取

締役としての職務を適

切に遂行いただいてお

ります。

公認会計士として会計

及び企業の内部統制に

関する高い見識と幅広

い経験を有し、公正か

つ客観的な立場で、当

社取締役会の意思決定

の妥当性の確保、監査

役会の適切な監査機能

の確保をするととも

に、当社経営全般に対

する意見や助言をいた

だいております。

信託銀行において不動

産の販売、鑑定及びコ

ンサルティングに長年

携わるなど、不動産に

関する高い専門性や見

識を有することから、

不動産金融事業を始め

とした当社経営に対す

る公正かつ客観的な意

見をいただいておりま

す。

公認会計士として会計

及び企業の内部統制に

関する高い見識と幅広

い経験を有しており、

それらを当社の監査体

制強化に活かしていた

だいております。

(d）選任するため

の提出会社か

らの独立性に

関する基準又

は方針の内容

当社においては、社外取締役及び社外監査役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針は特段定めて

おりませんが、選任にあたっては、株式会社東京証券取引所が開示を求める社外役員の独立性に関する事項を参考として

おります。

(e）社外取締役及

び社外監査役

の選任状況に

関する考え方

前記「(c）提出会社の企業等において果たす機能及び役割」に記載のとおりであります。

(f）社外取締役又

は社外監査役

による監督又

は監査と内部

監査、監査役

監査及び会計

監査との相互

連携並びに内

部統制部門と

の関係

前記「②内部監査及び監査役監査」に記載のとおりであります。

 
（注）１．当社の社外役員は当社との間に特別な利害関係はなく、社外役員が当該機能・役割を果たす上で必要な独立

性は確保されており、適切な選任状況と考えております。なお、社外役員による当社株式の保有は、「役員

の状況」の「所有株式数」欄に記載のとおりです。

２．社外取締役　田中宏明は、当社第17回定時株主総会終結の時より、当社社外取締役に就任しております。

３．社外取締役　本荘修二は、当社第18回定時株主総会終結の時より、当社社外取締役に就任しております。

４．社外取締役　田中宏明及び本荘修二は、東京証券取引所が各上場会社に選定・届出を求めている当社の独立

役員として選任しております。

５．社外監査役　小澤善哉は、東京証券取引所が各上場会社に選定・届出を求めている当社の独立役員として選

任しております。

６．平成30年３月31日現在の状況を記載しております。
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④　役員報酬等

　当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）における取締役及び監査役に対する役員報酬は

以下のとおりであります。

・提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
122,650 118,650 ― 4,000 ― 5

監査役

（社外監査役を除く）
4,200 4,200 ― ― ― 2

社外役員 13,050 13,050 ― ― ― 5

（注）１．上記のほか、当事業年度において、社外役員が当社親会社又は当社の親会社の子会社から受けた役員報酬の総

額は25,500千円であります。

２．平成29年6月28日開催の第18回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名及び監査役１名を含んで

お　　ります。

３．無報酬の取締役１名につきましては、上記に含めておりません。

 

・提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

・使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　該当事項はありません。

 

・役員の報酬等の額の決定に関する方針

　当社は役員報酬等の額の決定に関する方針を特に定めておりませんが、職務の内容や会社業績等を考慮して、

決定しております。

 

　なお、平成29年６月28日開催の第18回定時株主総会において、取締役と株主の皆様との価値共有をより一層促

進し、中長期的な企業価値向上に資する報酬体系を構築することを目的として、新たに業績連動交付型の譲渡制

限付株式報酬制度を導入することが、決議されました。

 

⑤　株式の保有状況

　当社についての株式の保有状況は以下のとおりです。

イ　保有目的が純投資目的以外である投資株式

　　該当事項はありません。

 

ロ　投資株式のうち、保有目的が純投資目的以外の目的の上場投資株式

　該当事項はありません。

 

ハ　投資株式のうち、保有目的が純投資目的であるもの

　該当事項はありません。

 

⑥　会計監査の状況

　当社は会計監査人として東陽監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けております。当社の会計監査業務

を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりであります。

 

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員　宝金　正典　氏

指定社員　業務執行社員　松本　直也　氏

（注）　いずれの指定社員・業務執行社員も継続監査年数は７年以内であります。
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・会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　６名

その他　　　３名

 

⑦　取締役の定数

　当社は、当社の取締役は８名以内とする旨定款に定めております。

 

⑧　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

 

⑨　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

 

⑩　取締役会で決議できる株主総会決議事項

(a）自己株式の取得

　当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規

定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨、定款で定めて

おります。

 

(b）中間配当

　当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨定款に定め

ております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

(c）取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役

であった者を含む。）の当社に対する損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除す

ることができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役がその期待される役割を十分に発揮でき

ることを目的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 25,000 － 25,000 －

連結子会社 － － － －

計 25,000 － 25,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　特に方針は定めておりませんが、前連結会計年度の監査実績、業務の内容、リスクの所在、金額の妥当性等を

総合的に勘案して決定しております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下、

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成29年４月１日から平成30年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）の財務諸表について、東陽

監査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

　具体的には、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、会計制度の動向や会計基準等の変更等に関する情報を入手しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 543,201 1,468,436

売掛金 95,274 164,088

未収還付法人税等 474,947 237,820

繰延税金資産 60,896 41,603

その他 322,701 374,993

流動資産合計 1,497,021 2,286,942

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,677,029 1,672,893

減価償却累計額 △87,672 △144,526

建物（純額） ※２ 1,589,357 ※２ 1,528,367

工具、器具及び備品 65,647 72,233

減価償却累計額 △42,069 △29,663

工具、器具及び備品（純額） 23,577 42,570

土地 ※２ 6,672,068 ※２ 6,672,068

有形固定資産合計 8,285,003 8,243,006

無形固定資産   

のれん 245,986 206,628

その他 6,909 6,154

無形固定資産合計 252,895 212,783

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１,※２ 1,894,989 ※１,※２ 1,022,864

繰延税金資産 15,635 1,673

その他 257,804 96,267

投資その他の資産合計 2,168,428 1,120,806

固定資産合計 10,706,328 9,576,595

資産合計 12,203,349 11,863,538
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 5,322 5,048

短期借入金 ※２ 1,446,000 －

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 75,000 ※２ 86,664

未払法人税等 4,122 90,310

賞与引当金 20,992 14,826

その他 426,749 516,027

流動負債合計 1,978,186 712,877

固定負債   

長期借入金 ※２ 7,387,500 ※２ 7,327,088

その他 243,186 82,639

固定負債合計 7,630,686 7,409,727

負債合計 9,608,872 8,122,604

純資産の部   

株主資本   

資本金 880,010 880,010

資本剰余金 311,943 311,943

利益剰余金 1,398,444 2,550,026

自己株式 △76 △265

株主資本合計 2,590,322 3,741,715

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △1,102 △977

為替換算調整勘定 195 195

その他の包括利益累計額合計 △906 △781

非支配株主持分 5,061 －

純資産合計 2,594,476 3,740,933

負債純資産合計 12,203,349 11,863,538
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

 当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 1,767,841 4,601,952

売上原価 990,701 1,207,285

売上総利益 777,139 3,394,667

販売費及び一般管理費 ※１ 524,479 ※１ 1,747,128

営業利益 252,659 1,647,539

営業外収益   

受取利息 2,540 390

持分法による投資利益 937,411 2,348

還付消費税等 － 2,456

還付加算金 － 1,343

その他 203 1,062

営業外収益合計 940,155 7,600

営業外費用   

支払利息 61,482 79,901

株式交付費償却 1,267 －

支払手数料 36,000 25,642

その他 676 209

営業外費用合計 99,426 105,752

経常利益 1,093,389 1,549,387

特別利益   

投資有価証券売却益 12,830 －

特別利益合計 12,830 －

特別損失   

固定資産除却損 － ※２ 1,102

関係会社株式売却損 21 －

関係会社清算損 118,674 －

その他 1,119 －

特別損失合計 119,816 1,102

税金等調整前当期純利益 986,403 1,548,284

法人税、住民税及び事業税 27,302 321,446

法人税等調整額 △33,113 33,770

法人税等合計 △5,811 355,217

当期純利益 992,215 1,193,066

非支配株主に帰属する当期純利益 169 124

親会社株主に帰属する当期純利益 992,045 1,192,942
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

 当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

当期純利益 992,215 1,193,066

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 728 125

持分法適用会社に対する持分相当額 △22 －

その他の包括利益合計 ※ 706 ※ 125

包括利益 992,921 1,193,191

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 992,751 1,193,067

非支配株主に係る包括利益 169 124
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 880,010 311,943 447,760 － 1,639,714

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期純利
益

  992,045  992,045

剰余金の配当   △41,361  △41,361

自己株式の取得    △76 △76

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

－ － － － －

当期変動額合計 － － 950,684 △76 950,607

当期末残高 880,010 311,943 1,398,444 △76 2,590,322

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 △1,831 217 △1,613 － 1,638,101

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期純利
益

    992,045

剰余金の配当     △41,361

自己株式の取得     △76

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

728 △22 706 5,061 5,768

当期変動額合計 728 △22 706 5,061 956,375

当期末残高 △1,102 195 △906 5,061 2,594,476
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当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 880,010 311,943 1,398,444 △76 2,590,322

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期純利
益

  1,192,942  1,192,942

剰余金の配当   △41,360  △41,360

自己株式の取得    △188 △188

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

－ － － － －

当期変動額合計 － － 1,151,581 △188 1,151,393

当期末残高 880,010 311,943 2,550,026 △265 3,741,715

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 △1,102 195 △906 5,061 2,594,476

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期純利
益

    1,192,942

剰余金の配当     △41,360

自己株式の取得     △188

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

125 － 125 △5,061 △4,936

当期変動額合計 125 － 125 △5,061 1,146,456

当期末残高 △977 195 △781 － 3,740,933
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

 当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 986,403 1,548,284

減価償却費 62,047 85,751

のれん償却額 39,357 39,357

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,846 △6,166

受取利息 △2,540 △390

支払利息 61,482 79,901

株式交付費償却 1,267 －

持分法による投資損益（△は益） △937,411 △2,348

固定資産除却損 － 1,102

関係会社株式売却損益（△は益） 21 －

関係会社清算損益（△は益） 118,674 －

投資有価証券売却損益（△は益） △12,830 －

信託預金の増減額（△は増加） △165,531 △326

売上債権の増減額（△は増加） 172,748 △68,813

未収消費税等の増減額（△は増加） △132,167 49,135

その他の資産の増減額（△は増加） △341,270 69,548

仕入債務の増減額（△は減少） 1,830 △274

その他の負債の増減額（△は減少） 382,666 △99,956

その他 120,577 31,748

小計 373,170 1,726,556

利息及び配当金の受取額 977,180 239

利息の支払額 △49,854 △80,985

法人税等の支払額 △546,708 △493,231

法人税等の還付額 － 477,013

営業活動によるキャッシュ・フロー 753,788 1,629,592

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △8,325,842 △29,272

無形固定資産の取得による支出 △6,821 △1,031

投資有価証券の取得による支出 △4,199,000 △5,000

投資有価証券の清算による収入 3,481,325 881,539

投資有価証券の売却による収入 16,114 －

貸付けによる支出 △401,000 －

その他の支出 △7,100 △5,567

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,442,325 840,668

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 2,446,000 －

短期借入金の返済による支出 △1,377,000 △1,446,000

長期借入れによる収入 7,500,000 35,000

長期借入金の返済による支出 △37,500 △83,748

非支配株主からの払込みによる収入 5,000 －

非支配株主への払戻による支出 － △5,000

配当金の支払額 △41,284 △41,437

その他 △320 △4,167

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,494,895 △1,545,352

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △193,641 924,908

現金及び現金同等物の期首残高 571,311 377,670

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 377,670 ※１ 1,302,578
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数

4社

連結子会社の名称

リシェス・マネジメント株式会社

株式会社ホテルＷマネジメント (注1)

匿名組合メトロ

合同会社二条 (注2)

(注1) 平成29年６月28日付で株式会社ホテルＷマネジメント大阪ミナミは株式会社ホテルＷマネジ

メントに社名変更をしております。

(注2) 平成30年3月13日付で、当社は合同会社二条を設立し、同社を連結の範囲に含めております。

 

 

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社数

2社

主要な会社等の名称

WEALTH PARTNERS SINGAPORE PTE LTD

（注）当連結会計年度において持分法適用会社でありました匿名組合ファルコンの出資が返還され、当匿

名組合が解散したため、当連結会計年度より持分法適用の範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法にて算定）

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　①有形固定資産（リース資産除く）

　法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

平成19年３月31日以前に取得したもの

償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する定額法

平成19年４月１日以降に取得したもの

主に定額法

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　８～23年

器具及び備品　２～15年

　取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によっておりま

す。

 

　②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。
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　③リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、当社及び連結子会社は一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。なお、当連結会計年度は一般債権について貸倒実績がなく、また、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては回収不能見込額がないため、貸倒引当金を計上しておりません。

 

賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度において負担

すべき金額を計上しております。

 

(4）のれんの償却方法及び償却期間

　10年間の定額法により償却しております。

 

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３カ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

匿名組合出資金の会計処理

　匿名組合への出資を行うに際して、匿名組合の財産の持分相当額を「投資有価証券」として計上して

おります。

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（未適用の会計基準等）

　・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 平成30年３月30日 企業会計基準委員会）

　・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日 企業会計基

準委員会）

 

(1）概要

　国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な

会計基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、

FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業年度から、

Topic606は平成29年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会

において、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整

合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れる

ことを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべ

き項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされておりま

す。

 

(2）適用予定日

　平成34年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

EDINET提出書類

ウェルス・マネジメント株式会社(E03801)

有価証券報告書

44/90



　「収益認識に関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。

 

（表示方法の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　該当事項は有りません。
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（連結貸借対照表関係）

 

※１　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

投資有価証券 890,829千円 11,638千円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

建物 1,583,937千円 1,514,626千円

土地 6,672,068千円 6,672,068千円

　計 8,256,005千円 8,186,694千円

 

　担保付債務

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

短期借入金 980,000千円 －千円

１年内返済予定の長期借入金 75,000千円 75,000千円

長期借入金 7,387,500千円 7,312,500千円

　計 8,442,500千円 7,387,500千円

 

　出資先の債務に対して、下記の担保を供しております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

投資有価証券 1,920,609千円 1,006,164千円

　計 1,920,609千円 1,006,164千円
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要なものは次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

役員報酬 98,845千円 160,500千円

役員賞与 －千円 4,000千円

給与諸手当・賞与 108,132千円 133,461千円

賞与引当金繰入額 20,992千円 14,826千円

支払報酬 117,624千円 59,971千円

支払手数料 8,813千円 1,127,272千円

 

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

建物 －千円 17千円

工具、器具及び備品 －千円 1,085千円

計 －千円 1,102千円

 

（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   
当期発生額 728千円 △391千円
組替調整額 － －

税効果調整前 728 △391
税効果額 － 516

その他有価証券評価差額金 728 125

持分法適用会社に対する持分相当額：   
当期発生額 △22 －

その他の包括利益合計 706 125
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 4,136,100 － － 4,136,100

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株)(注) － 44 － 44

 （注)　自己株式の株式数の増加44株は、単元未満株式の買取請求によるものであります

 

３.　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
1株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成28年

６月27日

定時株主総会

普通株式 41,361千円 利益剰余金 10円
平成28年

３月31日

平成28年

６月28日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
1株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成29年

６月28日

定時株主総会

普通株式 41,360千円 利益剰余金 10円
平成29年

３月31日

平成29年

６月29日
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当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 4,136,100 － － 4,136,100

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株)(注) 44 97 － 141

 （注)　自己株式の株式数の増加97株は、単元未満株式の買取請求によるものであります

 

３.　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
1株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成29年

６月28日

定時株主総会

普通株式 41,360千円 利益剰余金 10円
平成29年

３月31日

平成29年

６月29日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
1株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成30年

６月27日

定時株主総会

普通株式 82,719千円 利益剰余金 20円
平成30年

３月31日

平成30年

６月28日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

現金及び預金 543,201千円 1,468,436千円

信託預金 △165,531千円 △165,858千円

現金及び現金同等物 377,670千円 1,302,578千円

 

２．重要な非資金取引の内容

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

現物出資による匿名組合出資金の取得 401,000千円 －千円
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

 

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引がありますが、金

額的重要性に乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引がありますが、金

額的重要性に乏しいため、記載を省略しております。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

１年内 246,399 246,399

１年超 1,342,650 1,096,250

合計 1,589,050 1,342,650

(注)平成31年9月までのリース料は月額固定金額、平成31年10月以降のリース料はホテルの営業利益に基づい

て算出される月額リース料であるため、未経過リース料の金額は変動する場合があります。
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取り組み方針

　当社グループでは、資産運用については安全かつ流動性の高い預金等に限定しております。資金調達に

ついては事業計画等に基づき必要な資金を調達することとしており、主に金融機関からの借入により行っ

ております。一時的な余資については、預金及び安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティ

ブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク及びリスク管理体制

　営業債権である売掛金や未収入金は、取引先の信用リスクに晒されており、管理部門において定期的に

債権残高の確認及び回収期日の管理を行い、取引先の信用状況の把握に努めております。

　投資有価証券においては、外貨建て債券ならびに業務上の関係を有する企業の株式または匿名組合への

出資であります。これらは、発行体の信用リスクに晒されており、管理部門において定期的に発行体の財

政状態の把握に努め、財政状態の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　営業債務である買掛金や未払金は、そのほとんどが支払期日が１年以内に到来するのものであります。

当社グループ各社において、各部門からの報告に基づき、各社管理部門が資金繰りを検討することによ

り、流動性リスクを管理しております。

　借入金は、主に特定のプロジェクトや事業を推進する上で必要な資金調達を目的としたものであり、返

済日は決算日後４年４ヶ月後であります。

 

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価額

が含まれております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 543,201 543,201 －

(2）売掛金 95,274 95,274 －

(3）未収還付法人税等 474,947 474,947 －

(4）投資有価証券 4,159 4,159 －

資産計 1,117,583 1,117,583 －

(5）買掛金 5,322 5,322 －

(6）短期借入金 1,446,000 1,446,000 －

(7）未払法人税等 4,122 4,122 －

(8）長期借入金

(1年内返済予定の長期借入金含む)
7,462,500 7,462,500 －

負債計 8,917,944 8,917,944 －

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1）現金及び預金、(2）売掛金、(3）未収還付法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4）投資有価証券

　債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

(5）買掛金、(6）短期借入金、(7）未払法人税等

　短期間で返済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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(8）長期借入金

　変動金利による借入については、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと

考えられるため、当該帳簿価額によっております。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）非上場株式等 1,890,829

合計 1,890,829

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4）投資有

価証券」には含めておりません。

 

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

(1）現金及び預金 543,201 －

(2）売掛金 95,274 －

(3）未収還付法人税等 474,947 －

(4）投資有価証券   

その他の有価証券のうち満期があ

るもの
－ 4,159

合計 1,113,424 4,159

 

（注４）短期借入金及び長期借入金の決算日後の返済予定額

 
１年以内
（千円）

１年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

(1）短期借入金 1,446,000 － － － －

(2）長期借入金 75,000 75,000 112,500 150,000 7,050,000

合計 1,521,000 75,000 112,500 150,000 7,050,000
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当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取り組み方針

　当社グループでは、資産運用については安全かつ流動性の高い預金等に限定しております。資金調達に

ついては事業計画等に基づき必要な資金を調達することとしており、主に金融機関からの借入により行っ

ております。一時的な余資については、預金及び安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティ

ブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク及びリスク管理体制

　営業債権である売掛金や未収入金は、取引先の信用リスクに晒されており、管理部門において定期的に

債権残高の確認及び回収期日の管理を行い、取引先の信用状況の把握に努めております。

　営業債務である買掛金や未払金は、そのほとんどが支払期日が１年以内に到来するのものであります。

当社グループ各社において、各部門からの報告に基づき、各社管理部門が資金繰りを検討することによ

り、流動性リスクを管理しております。

　借入金は、主に特定のプロジェクトや事業を推進する上で必要な資金調達を目的としたものであり、返

済日は決算日後１年～５年以内であります。

 

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価額

が含まれております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,468,436 1,468,436 －

(2）売掛金 164,088 164,088 －

(3）未収還付法人税等 237,820 237,820 －

資産計 1,870,345 1,870,345 －

(4）買掛金 5,048 5,048 －

(5）未払法人税等 90,310 90,310 －

(6）長期借入金

(1年内返済予定の長期借入金含む)
7,413,752 7,413,752 －

負債計 7,509,111 7,509,111 －

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1）現金及び預金、(2）売掛金、(3）未収還付法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4）買掛金、(5）未払法人税等

　短期間で返済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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(6）長期借入金

　変動金利による借入については、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと

考えられるため、当該帳簿価額によっております。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 1,022,864

合計 1,022,864

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含め

ておりません。

 

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

(1）現金及び預金 1,468,436 －

(2）売掛金 164,088 －

(3）未収還付法人税等 237,820 －

合計 1,870,345 －

 

（注４）長期借入金の決算日後の返済予定額

 
１年以内
（千円）

１年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

   長期借入金 86,664 124,164 152,924 7,050,000 －

合計 86,664 124,164 152,924 7,050,000 －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの
   

債券 4,159 5,261 △1,102

合計 4,159 5,261 △1,102

（注）　その他有価証券のうち非上場株式等（連結貸借対照表計上額1,890,829千円）については、市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの
   

債券 3,878 5,373 △1,494

合計 3,878 5,373 △1,494

（注）　その他有価証券のうち非上場株式等（連結貸借対照表計上額1,022,864千円）については、市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

区分 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

株式 15,617 12,830 －

合計 15,617 12,830 －

 

当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

　該当事項はありません。

 

３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

取引の時価等に関する事項

(1）ヘッジ会計が適用されていないもの

　該当事項はありません。

 

(2）ヘッジ会計が適用されているもの

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

取引の時価等に関する事項

(1）ヘッジ会計が適用されていないもの

　該当事項はありません。

 

(2）ヘッジ会計が適用されているもの

　該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　当社グループは、退職一時金制度及び退職年金制度を採用しておりません。また厚生年金基金に加入してい

ないため、該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　当社グループは、退職一時金制度及び退職年金制度を採用しておりません。また厚生年金基金に加入してい

ないため、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

繰延税金資産   

繰越欠損金 222,886千円 17,761千円

未払事業税 931千円 21,592千円

資産除去債務 877千円 966千円

賞与引当金 5,216千円 7,083千円

ゴルフ会員権評価損 1,048千円 1,048千円

未実現利益 15,361千円 1,437千円

その他 9,344千円 12,109千円

繰延税金資産小計 255,666千円 61,999千円

評価性引当額 △177,964千円 △18,721千円

繰延税金資産合計 77,701千円 43,277千円

   

繰延税金負債   

未収事業税 △1,170千円 －千円

繰延税金負債合計 △1,170千円 －千円

繰延税金資産の純額 76,531千円 43,277千円

 

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 60,896千円 41,603千円

固定資産－繰延税金資産 15,635千円 1,673千円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前連結会計年度（平成29年３月31日）

法定実効税率 30.9％

（調整）  

評価性引当額の増減 △5.5％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

受取配当金 △2.2％

住民税均等割等 0.1％

のれん影響額 1.2％

持分法影響額 △29.3％

関係会社株式売却に係る調整 0.2％

連結子会社との税率差異 4.6％

その他 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.6％

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

法定実効税率 30.6％

（調整）  

評価性引当額の増減 △10.0％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

住民税均等割等 0.1％

のれん影響額 0.8％

連結子会社との税率差異 0.9％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.9％

 

 

（企業結合等関係）

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

前連結会計年度末（平成29年３月31日）

　当社グループは、本社オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除

去債務として認識しておりますが、当該債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する敷金の中から回収が最終的に見込めな

いと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上する方法に

よっております。

 

当連結会計年度末（平成30年３月31日）

　当社グループは、本社オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除

去債務として認識しておりますが、当該債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する敷金の中から回収が最終的に見込めな

いと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上する方法に

よっております。

 

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

　従って、当社グループの事業は、下記のとおり区分されます。

・機関投資家や富裕層による不動産の取得・管理・売却などにかかる投資助言等を行う「不動産金融事

業」

・レベニューマネジメントや現場管理等、ホテル運営に関する様々なサービスを提供する「ホテル運営事

業」

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益の数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２ 

不動産金融
事業

ホテル運営
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 328,639 1,439,201 1,767,841 1,767,841 － 1,767,841

セグメント間の内部売

上高又は振替高
609,777 － 609,777 609,777 △609,777 －

計 938,417 1,439,201 2,377,618 2,377,618 △609,777 1,767,841

セグメント利益又は損失

（△）
227,436 △14,261 213,175 213,175 39,484 252,659

セグメント資産 12,156,284 670,245 12,826,530 12,826,530 △623,180 12,203,349

セグメント負債 8,695,978 648,063 9,344,041 9,344,041 264,831 9,608,872

その他の項目       

減価償却費 57,760 3,734 61,495 61,495 552 62,047

のれん償却額 － － － － 39,357 39,357

持分法投資利益 937,411 － 937,411 937,411 － 937,411

持分法適用会社への投

資額
9,290 － 9,290 9,290 － 9,290

有形固定資産・無形固

定資産の増加額
8,315,897 8,012 8,323,910 8,323,910 4,500 8,328,411

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1）セグメント利益又は損失（△）調整額39,484千円には、各報告セグメントに配分されないのれん償却

額△39,357千円、全社収益・全社費用の純額62,522千円及びセグメント間取引消去16,320千円が含ま

れております。

(2）セグメント資産の調整額△623,180千円は提出会社の現金及び預金やその他資産であります。

(3）セグメント負債の調整額264,831千円は、提出会社の未払金及びその他の負債であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２ 

不動産金融
事業

ホテル運営
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 2,833,798 1,768,154 4,601,952 4,601,952 － 4,601,952

セグメント間の内部売

上高又は振替高
606,814 － 606,814 606,814 △606,814 －

計 3,440,613 1,768,154 5,208,767 5,208,767 △606,814 4,601,952

セグメント利益 1,629,665 103,474 1,733,139 1,733,139 △85,600 1,647,539

セグメント資産 11,423,785 637,949 12,061,735 12,061,735 △198,197 11,863,538

セグメント負債 8,672,309 545,650 9,217,960 9,217,960 △1,095,355 8,122,604

その他の項目       

減価償却費 75,294 4,255 79,550 79,550 6,200 85,751

のれん償却額 － － － － 39,357 39,357

持分法投資利益 2,348 － 2,348 2,348 － 2,348

持分法適用会社への投

資額
11,638 － 11,638 11,638 － 11,638

有形固定資産・無形固

定資産の増加額
2,963 6,859 9,822 9,822 34,275 44,097

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1）セグメント利益調整額△85,600千円には、各報告セグメントに配分されないのれん償却額△39,357千

円、全社収益・全社費用の純額△62,562千円及びセグメント間取引消去16,320千円が含まれておりま

す。

(2）セグメント資産の調整額△198,197千円は提出会社の現金及び預金やその他資産であります。

(3）セグメント負債の調整額△1,095,355千円は、提出会社の未払金及びその他の負債であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３　主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

Booking.com B.V. 234,846 ホテル運営事業

　上記のほか、連結損益計算書の売上高の10%以上を占める相手先はありますが、守秘義務を負っているため、顧客の名

称、売上高の公表は控えさせていただきます。なお、関連するセグメント名は不動産金融事業であります。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３　主要な顧客ごとの情報

　特定の顧客に対する売上高が、外部顧客への売上高合計の10％未満のため、記載を省略しております。

EDINET提出書類

ウェルス・マネジメント株式会社(E03801)

有価証券報告書

63/90



【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他 合計 全社・消去 合計
 

不動産金融
事業

ホテル運営
事業

計

当期償却額 － － － － － 39,357 39,357

当期末残高 － － － － － 245,986 245,986

（注）　のれん償却額及び残高は、各報告セグメントに配分しておりません。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他 合計 全社・消去 合計
 

不動産金融
事業

ホテル運営
事業

計

当期償却額 － － － － － 39,357 39,357

当期末残高 － － － － － 206,628 206,628

（注）　のれん償却額及び残高は、各報告セグメントに配分しておりません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　該当事項はありません。
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(関連当事者情報)

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

 

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権の所有
（被所有）割
合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

関連会社
匿名組合

ファルコン

東京都

千代田区
1,053,484 投資業

(所有)

直接

39.0

匿名組合

出資先
－ －

投資有価

証券
920,609

担保の提供

（注）２
担保の提供 920,609 － －

関連会社

WEALTH

PARTNERS

SINGAPORE

PTE LTD

シンガ

ポール
3,502,448

 
不動産及び

関連事業の

助言及びコ

ンサルティ

ング
 

(所有)

直接

35.0

役員の兼任

匿名組合出

資の譲受

（注）３

3,600,000 － －

関連会社

の子会社

匿名組合

三条

東京都

千代田区
3,000,000 投資業

(所有)

間接

35.0

匿名組合

出資先

匿名組合

出資
500,000

投資有価

証券
500,000

担保の提供

（注）２
担保の提供 500,000 － －

関連会社

の子会社

匿名組合

五条

東京都

千代田区
1,500,000 投資業

(所有)

間接

35.0

匿名組合

出資先

匿名組合

出資
500,000

投資有価

証券
500,000

担保の提供

（注）２
担保の提供 500,000 － －

　取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．取引金額については消費税等抜きの金額を記載しております。

（注）２．金融機関からのノンリコースローンに対し、担保提供を行ったものであります。

（注）３．有価証券の譲受価額は、合理的に決定した契約によっており、支払条件は一括払いであります。

 

連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権の所有
（被所有）割
合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社の

子会社

あかつき証

券株式会社

東京都

中央区
3,067,838 証券業 なし

資金の借入

(注)２
資金の借入 490,000 － －

担保の提供

（注）３
担保の提供 1,072,916 － －

　取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．取引金額については消費税等抜きの金額を記載しております。

（注）２．資金の借入については、市場金利を勘案して利率を決定し、返済条件は期間１年、返済時に元利金一括返済

であります。

（注）３．当社のあかつき証券株式会社からの借入債務を担保するため、当社が保有する匿名組合メトロの信託受益権

を質権に差し入れております。

（注）４．あかつき証券株式会社は、平成28年12月19日付で親会社による第三者への当社株式の売却により関連当事

者ではなくなりましたので、関係当事者との取引としての期末残高はありません。上記の取引金額は、関

連当事者であった期間の取引を記載しております。
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(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権の所有
（被所有）割
合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

関連会社

の子会社

匿名組合

サングラン

東京都

千代田区

1,205,000

 
投資業

（所有）

間接

39.0

役務提供先

(注）２
業務の受託 246,000 － －

関連会社

の子会社

匿名組合

五条

東京都

千代田区

1,500,000

 
投資業

（所有）

間接

35.0

設備の賃借

(注）２
賃料の支払 3,145

流動資

産（そ

の他）

167,400

固定資

産(その

他)

209,250

　取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注）１．取引金額については消費税抜きの金額を記載しております。

２．取引価格については市場価格を参考に決定しております。

３．匿名組合サングランは、平成28年9月30日付で同匿名組合の清算により関連当事者ではなくなりましたの

で、関係当事者との取引としての期末残高はありません。上記の取引金額は、関連当事者であった期間の

取引を記載しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

　該当事項はありません。

 

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　当連結会計年度において、重要な関連会社はWEALTH PARTNERS SINGAPORE PTE LTD、匿名組合ファルコ

ンであり、その要約財務情報は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
WEALTH PARTNERS

SINGAPORE PTE LTD
匿名組合ファルコン

流動資産合計 19,353 308,683

固定資産合計 3,389,186 7,034,906

   

流動負債合計 7,457 241,985

固定負債合計 － 6,198,421

   

純資産合計 3,401,083 903,182

   

売上高 39,031 351,000

税引前当期純利益金額 2,300,879 △150,301

当期純利益金額 2,300,879 △150,301
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当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

 

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権の所有
（被所有）割
合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

関連会社
匿名組合

ファルコン

東京都

千代田区
1,053,484 投資業

(所有)

直接

39.0

匿名組合

出資先

匿名組合

出資の返

還(注)２

1,051,654 － －

匿名組合

分配益
2,184,560 － －

関連会社

の子会社

匿名組合

三条

東京都

千代田区
3,000,000 投資業

(所有)

間接

35.0

匿名組合

出資先

匿名組合

出資
－

投資有価

証券
500,000

担保の提供

（注）３
担保の提供 500,000 － －

関連会社

の子会社

匿名組合

五条

東京都

千代田区
1,500,000 投資業

(所有)

間接

35.0

匿名組合

出資先

匿名組合

出資
－

投資有価

証券
506,164

担保の提供

（注）３
担保の提供 506,164 － －

　取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．取引金額については消費税等抜きの金額を記載しております。

（注）２．匿名組合出資の返還価額は、合理的に決定した契約によっており、支払条件は一括払いであります

（注）３．金融機関からのノンリコースローンに対し、担保提供を行ったものであります。

（注）４．匿名組合ファルコンは平成29年8月7日付にて出資金及び分配金を受領し、当匿名組合は解散したため、関

連当事者ではなくなりましたので、関係当事者との取引としての期末残高はありません。上記の取引金額

は、関連当事者であった期間の取引を記載しております。

 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権の所有
（被所有）割
合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

関連会社

の子会社

匿名組合

五条

東京都

千代田区

1,500,000

 
投資業

（所有）

間接

35.0

設備の賃借

(注）2
賃料の支払 234,000

流動資

産（そ

の他）

167,400

固定資

産(その

他)

41,850

　取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．取引金額については消費税抜きの金額を記載しております。

（注）２．取引価格については市場価格を参考に決定しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

　該当事項はありません。
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　(2）重要な関連会社の要約財務情報

　当連結会計年度において、重要な関連会社はWEALTH PARTNERS SINGAPORE PTE LTD、匿名組合ファルコ

ンであり、その要約財務情報は以下のとおりであります。

　なお、匿名組合ファルコンは、当連結会計年度において、出資金及び分配金を受領し、解散したため、

重要な関連会社ではなくなりましたので、期末残高の記載はしておりません。

（単位：千円）
 

 
WEALTH PARTNERS

SINGAPORE PTE LTD
匿名組合ファルコン

流動資産合計 96,162 －

固定資産合計 3,359,877 －

   

流動負債合計 38,121 －

固定負債合計 － －

   

純資産合計 3,417,917 －

   

売上高 32,533 13,035,421

税引前当期純利益金額 16,837 5,392,734

当期純利益金額 16,837 5,392,734
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 626円06銭 904円49銭

１株当たり当期純利益金額 239円85銭 288円43銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 992,045 1,192,942

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益金額（千円）
992,045 1,192,942

期中平均株式数（株） 4,136,093 4,136,016

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 2,594,476 3,740,933

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 5,061 －

（うち非支配株主持分（千円）） (5,061) (－)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 2,589,415 3,740,933

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
4,136,056 4,135,959

 

（重要な後発事象）

（多額な資金の借入）

当社連結子会社の合同会社二条は、ホテル開発用地（京都府京都市中京区）不動産の取得資金等に充当にするた

め平成30 年5 月31 日付で株式会社りそな銀行からの借入による資金調達を行っております。

(１) 資金使途 ホテル開発用地取得資金

(２) 借入先 株式会社りそな銀行

(３) 借入人 合同会社二条

(４) 保証人 ウェルス・マネジメント株式会社

(５) 契約締結日 平成30 年５ 月29 日

(６) 借入実行日 平成30 年５ 月31 日

(７) 借入金額 1,500 百万円

(８) 借入利率 変動金利（1ヶ月日本円TIBORをベースとした変動金利）

(９) 返済条件 平成31 年５ 月31 日に一括返済

(10) 担保提供資産の有無 有

　　　　　　　　　　　　取得不動産上の第一順位抵当権設定

　　　　　　　　　　　　当該借入に対するウェルス・マネジメント株式会社の連帯債務保証差入

 

（資本・業務提携）

当社は、平成30年６月26日開催の取締役会において、株式会社キーストーン・パートナース（以下「キーストー

ン」）との間で、資本・業務提携を行うことを決議し、同日付でキーストーンと当社は資本・業務提携契約書を

締結しました。
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１.資本業務提携の理由

　当社グループは、「富の創造－プロフェッショナル意識とそのシナジーによる付加価値の創出」をコーポレー

ト・スローガンとして掲げ、不動産金融事業及びホテル運営事業を中心に一定の成果をあげてまいりました。

　成長性のある国内企業へのファイナンスやプロジェクト・ファイナンス分野に高度の専門性を有し、投資先の

バリューアップにも多く関わってきているキーストーンとの本資本・業務提携においては、同社と当社双方の強

みを生かし、相互に資金調達機会、運用機会、業容の拡大に向けて取り組むことを目的としております。

 

２.資本提携の内容

　キーストーンは、当社の筆頭株主であるASK HOLDINGS株式会社及び大株主である廣崎利洋氏より当社株式をそ

れぞれ1,031,400株及び333,400株を市場外の相対取引により取得いたします。

　また、当社はキーストーンとの間で、本件取得後に開催される当社臨時株主総会において、キーストーンが指

名する者を当社取締役として選任する議案を付議することについて合意しております。

 

３.業務提携の内容

　当社とキーストーンは、以下の内容の業務提携を実施する予定ですが、その具体的方法及び内容につきまして

は、今後両社で協議・実行していく予定です。

(１)投資案件情報の紹介、共有、優先交渉等

(２)共同投資

(３)当社が組成する投資案件へのキーストーンのファイナンス

(４)投資家の紹介

 

４.資本業務提携の相手先の概要

(１)名称 株式会社キーストーン・パートナース

(２)所在地 東京都港区虎ノ門一丁目1-28

(３)代表者 代表取締役　堤　智章　代表取締役　小山　聡

(４)事業内容

   有価証券の取得、投資、 保有、運用及びこれらに関するコンサルティング業務

   投資事業有限責任組合の財産運用・管理及びこれらに関する契約の締結又はその媒介に関する業務

(５)資本金 80,000,000円
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,446,000 － 3.33 －

１年以内に返済予定の長期借入金 75,000 86,664 0.86 －

１年以内に返済予定のリース債務 1,620 4,640 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 7,387,500 7,327,088 0.86
平成31年４月～
平成33年７月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,105 9,964 － －

その他有利子負債 － － － －

合計 8,913,225 7,428,357 － －

（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．１年以内に返済予定のリース債務及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）は、それぞれ連結貸

借対照表の流動負債「その他」及び固定負債「その他」に含まれております。

３．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

４．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 124,164 152,924 7,050,000 －

リース債務 4,585 3,183 1,371 824

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

 

（２）【その他】

（当連結会計年度における四半期情報等）

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 2,881,216 3,506,078 4,055,242 4,601,952

税金等調整前四半期（当期）

純利益（千円）
1,182,240 1,302,983 1,392,823 1,548,284

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（千円）
932,216 1,005,926 1,055,639 1,192,942

１株当たり四半期（当期）純

利益（円）
225.39 243.21 255.23 288.43

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益 225.39 17.82 12.02 33.20

 

EDINET提出書類

ウェルス・マネジメント株式会社(E03801)

有価証券報告書

71/90



２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 89,636 290,360

未収入金 ※１ 39,438 ※１ 77,446

未収還付法人税等 470,308 237,820

繰延税金資産 49,343 22,188

その他 ※１ 4,774 188,760

流動資産合計 653,501 816,576

固定資産   

有形固定資産   

建物 － 10,410

減価償却累計額 － △441

建物（純額） － 9,969

工具、器具及び備品 5,886 26,108

減価償却累計額 △1,484 △4,564

工具、器具及び備品（純額） 4,401 21,544

有形固定資産合計 4,401 31,513

無形固定資産   

ソフトウエア － 945

無形固定資産合計 － 945

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 1,920,609 ※２ 1,011,226

その他の関係会社有価証券 ※２ 1,072,916 1,058,066

関係会社株式 642,245 642,245

関係会社出資金 5,460 6,560

その他 4,212 8,778

投資その他の資産合計 3,645,443 2,726,876

固定資産合計 3,649,845 2,759,334

資産合計 4,303,346 3,575,910
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※１,※２ 2,610,116 ※１ 1,100,000

1年内返済予定の長期借入金 － 11,664

未払金 ※１ 266,062 25,788

未払法人税等 3,917 56,572

賞与引当金 2,278 4,800

その他 ※１ 11,017 17,224

流動負債合計 2,893,392 1,216,048

固定負債   

長期借入金 － 14,588

その他 3,105 5,543

固定負債合計 3,105 20,131

負債合計 2,896,498 1,236,179

純資産の部   

株主資本   

資本金 880,010 880,010

資本剰余金   

資本準備金 311,943 311,943

資本剰余金合計 311,943 311,943

利益剰余金   

利益準備金 2,897 2,897

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 212,073 1,145,144

利益剰余金合計 214,971 1,148,042

自己株式 △76 △265

株主資本合計 1,406,848 2,339,731

純資産合計 1,406,848 2,339,731

負債純資産合計 4,303,346 3,575,910
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前事業年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

 当事業年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

営業収益 ※２ 338,919 ※２ 2,767,135

営業費用 ※１,※２ 276,477 ※１,※２ 1,514,402

営業利益 62,441 1,252,732

営業外収益   

受取利息 ※２ 2,161 3

その他 2 1,448

営業外収益合計 2,163 1,452

営業外費用   

支払利息 ※２ 31,299 ※２ 33,063

支払手数料 － 25,642

株式交付費償却 1,267 －

その他 0 7

営業外費用合計 32,567 58,712

経常利益 32,036 1,195,472

特別利益   

投資有価証券売却益 12,830 －

特別利益合計 12,830 －

特別損失   

固定資産除却損 － 17

関係会社清算損 118,674 －

その他 0 －

特別損失合計 118,675 17

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △73,808 1,195,454

法人税、住民税及び事業税 △34,218 193,867

法人税等調整額 △33,880 27,156

法人税等合計 △68,098 221,023

当期純利益又は当期純損失（△） △5,709 974,431
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

   （単位：千円）

 株主資本

 
資本金

資本剰余金

 資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 880,010 311,943 311,943

当期変動額    

当期純損失（△）    

剰余金の配当    

自己株式の取得    

当期変動額合計 － － －

当期末残高 880,010 311,943 311,943

 

       

 株主資本

純資産合計
 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 2,897 259,144 262,041 － 1,453,995 1,453,995

当期変動額       

当期純損失（△）  △5,709 △5,709  △5,709 △5,709

剰余金の配当  △41,361 △41,361  △41,361 △41,361

自己株式の取得    △76 △76 △76

当期変動額合計 － △47,070 △47,070 △76 △47,147 △47,147

当期末残高 2,897 212,073 214,971 △76 1,406,848 1,406,848
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当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

   （単位：千円）

 株主資本

 
資本金

資本剰余金

 資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 880,010 311,943 311,943

当期変動額    

当期純利益    

剰余金の配当    

自己株式の取得    

当期変動額合計 － － －

当期末残高 880,010 311,943 311,943

 

       

 株主資本

純資産合計
 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 2,897 212,073 214,971 △76 1,406,848 1,406,848

当期変動額       

当期純利益  974,431 974,431  974,431 974,431

剰余金の配当  △41,360 △41,360  △41,360 △41,360

自己株式の取得    △188 △188 △188

当期変動額合計 － 933,070 933,070 △188 932,882 932,882

当期末残高 2,897 1,145,144 1,148,042 △265 2,339,731 2,339,731
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

 

２．固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　13～23年

器具及び備品　４～15年

　取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によっております。

 

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

 

③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　なお、当事業年度は一般債権についての貸倒実績がなく、また、貸倒懸念債権等特定の債権については

回収不能見込額がないため、貸倒引当金を計上しておりません。

賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度において負担すべき

金額を計上しております。

 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

匿名組合出資金の会計処理

　匿名組合の出資を行うに際して、匿名組合の財産の持分相当額を「投資有価証券」または「その他の関

係会社有価証券」として計上しております。

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

連結納税制度の適用

　当社は、連結納税制度を適用しております。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　該当事項はありません。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する資産及び負債

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

未収入金 39,438千円 77,446千円

その他（未収利息） 179千円 －千円

未払金 253,742千円 －千円

短期借入金 1,164,116千円 1,100,000千円

その他（未払利息） 4,233千円 －千円

 

※２　担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

その他の関係会社有価証券 1,072,916千円 －千円

　計 1,072,916千円 －千円

 

担保に係る債務

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

短期借入金 980,000千円 －千円

　計 980,000千円 －千円

 

出資先の債務に対して担保に供している資産

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

投資有価証券 1,920,609千円 1,006,164千円

　計 1,920,609千円 1,006,164千円

 

３　保証債務

　下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

匿名組合メトロ 7,462,500千円 7,387,500千円

　計 7,462,500千円 7,387,500千円
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（損益計算書関係）

※１　営業費用については、そのほぼすべてが一般管理費であります。

　なお、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

　当事業年度
（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

役員報酬 63,625千円 135,900千円

役員賞与 －千円 4,000千円

給与諸手当・賞与 65,540千円 96,603千円

支払報酬 85,747千円 49,800千円

賞与引当金繰入額 2,278千円 4,800千円

減価償却費 552千円 6,200千円

支払手数料 8,125千円 1,109,391千円

 

※２　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

営業取引高(収入分） 339,000千円 2,767,028千円

営業取引高(支出分） 42,522千円 16,320千円

営業取引以外の取引高(収入分） 2,028千円 －千円

営業取引以外の取引高(支出分） 13,306千円 17,540千円

 

（有価証券関係）

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　投資有価証券1,920,609千円、その他の関係会社有価証

券1,072,916千円、関連会社株式642,245千円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。

 

当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　投資有価証券1,011,226千円、その他の関係会社有価証

券1,058,066千円、関連会社株式642,245千円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

繰延税金資産   

繰越欠損金 222,177千円 17,761千円

未払金 －千円 3,440千円

賞与引当金 703千円 1,469千円

ゴルフ会員権評価損 1,048千円 1,048千円

未払事業税 －千円 13,207千円

その他 1,917千円 2,344千円

繰延税金資産小計 225,846千円 39,272千円

評価性引当額 △176,290千円 △16,872千円

繰延税金資産合計 49,555千円 22,399千円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度(平成29年３月31日)

当事業年度におきましては、税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

 

当事業年度(平成30年３月31日)

法定実効税率 30.6％

（調整）  

評価性引当額の増減 △12.7％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％

住民税均等割等 0.1％

その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 18.5％
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（重要な後発事象）

（資金の借入に関する債務保証）

当社連結子会社の合同会社二条は、2018年３月22日開催の取締役会においてホテル開発用地（京都府京都市中

京区）不動産の取得資金等調達のためりそな銀行と金銭消費貸借契約を締結する旨を決議し、2018年５月29日

付で締結しております。当社は2018年３月22日の取締役会決議に基づき、当該契約の連帯債務保証を差入れて

おります。

金銭消費貸借契約の詳細は連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」をご参照ください。

 

（資本・業務提携）

当社は、平成30年６月26日開催の取締役会において、株式会社キーストーン・パートナース（以下「キース

トーン」）との間で、資本・業務提携を行うことを決議し、同日付でキーストーンと当社は資本・業務提携契

約書を締結しました。

 

１.資本業務提携の理由

当社グループは、「富の創造－プロフェッショナル意識とそのシナジーによる付加価値の創出」をコーポレー

ト・スローガンとして掲げ、不動産金融事業及びホテル運営事業を中心に一定の成果をあげてまいりました。

成長性のある国内企業へのファイナンスやプロジェクト・ファイナンス分野に高度の専門性を有し、投資先の

バリューアップにも多く関わってきているキーストーンとの本資本・業務提携においては、同社と当社双方の

強みを生かし、相互に資金調達機会、運用機会、業容の拡大に向けて取り組むことを目的としております。

 

２.資本提携の内容

キーストーンは、当社の筆頭株主であるASK HOLDINGS株式会社及び大株主である廣崎利洋氏より当社株式をそ

れぞれ1,031,400株及び333,400株を市場外の相対取引により取得いたします。

また、当社はキーストーンとの間で、本件取得後に開催される当社臨時株主総会において、キーストーンが指

名する者を当社取締役として選任する議案を付議することについて合意しております。

 

３.業務提携の内容

当社とキーストーンは、以下の内容の業務提携を実施する予定ですが、その具体的方法及び内容につきまして

は、今後両社で協議・実行していく予定です。

(１)投資案件情報の紹介、共有、優先交渉等

(２)共同投資

(３)当社が組成する投資案件へのキーストーンのファイナンス

(４)投資家の紹介

 

４.資本業務提携の相手先の概要

(１)名称 株式会社キーストーン・パートナース

(２)所在地 東京都港区虎ノ門一丁目1-28

(３)代表者 代表取締役　堤　智章　代表取締役　小山　聡

(４)事業内容

   有価証券の取得、投資、 保有、運用及びこれらに関するコンサルティング業務

   投資事業有限責任組合の財産運用・管理及びこれらに関する契約の締結又はその媒介に関する業務

(５)資本金 80,000,000円

 

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期償却額
（千円）

当期末残高
（千円）

減価償却
累計額
（千円）

有形固定資産       

建物 － 10,410 － 441 9,969 441

工具、器具及び備品 4,401 24,480 1,664 5,673 21,544 4,564

有形固定資産計 4,401 34,891 1,664 6,114 31,513 5,005
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資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期償却額
（千円）

当期末残高
（千円）

減価償却
累計額
（千円）

無形固定資産       

ソフトウェア － 1,031 － 85 945 －

無形固定資産計 － 1,031 － 85 945 －

 

 

【引当金明細表】

科目
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

賞与引当金 2,278 4,800 2,278 4,800

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当基準日
３月31日

９月30日（中間配当）

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法

　電子公告とする。ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得な

い事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。なお、電子公告は下記の当

社ホームページに掲載する。

ホームページアドレス　http://www.wealth-mngt.com/

株主に対する特典 　該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等の会社名

　該当事項はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

第18期（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）　平成29年６月29日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成29年６月29日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及びその確認書

第19期第１四半期（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）　平成29年８月10日関東財務局長に提出

第19期第２四半期（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）　平成29年11月10日関東財務局長に提出

第19期第３四半期（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）　平成30年２月９日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成29年４月28日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に著しい影響を及ぼす事象の発生）に基づく臨時報告書

平成29年６月29日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書

平成30年６月26日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異

動）に基づく臨時報告書
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  
 

平成30年６月28日
 

ウェルス・マネジメント株式会社
 

取締役会　御中  

 

 東　陽　監　査　法　人 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宝　金　　正　典　　　 ㊞

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松　本　　直　也　　　 ㊞

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるウェルス・マネジメント株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ウェ

ルス・マネジメント株式会社及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社において平成30年５月31日付で借入による資金調達を行ってい

る。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ウェルス・マネジメント株式

会社の平成30年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、ウェルス・マネジメント株式会社が平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書  
 

平成30年６月28日
 

ウェルス・マネジメント株式会社
 

取締役会　御中  

 

 東　陽　監　査　法　人 

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宝　金　　正　典　　　　㊞

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松　本　　直　也　　　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるウェルス・マネジメント株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第19期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ウェル

ス・マネジメント株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、連結子会社の借入についての債務保証を行っている。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
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※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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